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1 報 告 

（１）平成 23 年度 理事会・臨時社員総会の報告 

（２）事業の現況について 

（３）その他 

   ・協力関係学会 代表者 説明会 実施報告 

 

2 議 題 

（１）平成 24 年度 事業計画・予算（案）について 

（２）評価活動における課題 

   ・解剖所見の途中提供について 

   ・評価期間の短縮について 

（３）その他 

    ・人材育成研修(調査解剖)案について 
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６ 人材育成研修(調査解剖)案 
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診療行為に関連した死亡の調査分析モデル事業 

   平成23年度 第２回運営委員会 

 

○開催日時 平成23年７月19日（火） 

        15：05～17：20 

○開催場所 東京大学医学部教育研究棟 

      13Ｆ 第６セミナー室 

○出席者  

後  信 (日本医療機能評価機構) 

黒田  誠(藤田保健衛生大学医学部病理診断科教授) 

児玉 安司(三宅坂法律事務所弁護士) 

佐藤 慶太(鶴見大学歯学部法医歯学准教授) 

里見 進 (東北大学大学院医学系研究科医学部教授) 

鈴木 利廣(すずかけ法律事務所弁護士) 

高本 眞一(三井記念病院院長) 

富野 康日己(順天堂大学医学部教授) 

永井 裕之(患者の視点で医療安全を考える連絡協議会

代表) 

平岩 幸一(福島県立医科大学医学部教授） 

原  義人(青梅市立総合病院院長) 

樋口 範雄(東京大学法学部教授) 

山口  徹(国家公務員共済組合連合会虎の門病院院長) 

(北海道地域)松本博志 札幌医科大学法医学教授 

(新潟 地域)山内春夫 新潟大学法医学教授 

（※法医学会担当理事） 

(東京 地域)矢作直樹 東京大学救急医学教授 

      國土典宏 東京大学外科学教授 

(大阪 地域)的場梁次 大阪大学法医学教授 

(兵庫 地域)長崎 靖 兵庫県医務課監察医務官 

(福岡 地域)居石克夫 福岡東医療ｾﾝﾀｰ研究教育部長 

（敬称略・五十音順） 

オブザーバー 

厚生労働省 
事務局  
日本医療安全調査機構 中央事務局 

 

○議事内容 

岩壁次長 定刻を若干過ぎましたが、ただいまから平成

23年度第２回運営委員会を開催いたします。本日、委員

の先生方におかれましては、当運営委員会にご出席を賜

りまして誠にありがとうございます。 

 会議に先立ちまして、お手元の配付資料を確認させて

いただきます。まず、議事次第でございます。そして、

運営委員会名簿、さらに配付資料としまして「資料１」

から「資料７」までございます。まず「資料１ 平成23

年度第１回運営委員会議事録」、「資料２ モデル事業の

現況（事例受付状況・評価の進捗・地域の状況）」、「資料

３ 平成23年度第２回理事会議事録及び関連資料」、「資

料４ 診療行為に関連した死亡の調査分析事業における

今後の運営委員会の議題（案）」、「資料５ 調査分析協働

モデル（仮称）の運営について」、「資料６ 解剖関係資

料（臓器・プレパラート）の保管と管理について」、「資

料７ 中央事務局への報告様式について」、そして別冊と

しまして、「平成22年度事業実施報告書」が皆さんに配

付されたところでございます。もし資料の不足がござい

ましたら、事務局のほうにお申し出願いたいと思います。 

 それでは、ただいまから第２回運営委員会を開催いた

します。進行につきましては樋口先生にお願いいたしま

す。 

 

樋口座長 ありがとうございました。それでは、早速第

２回の運営委員会を始めることにいたしましょう。まず、

第１回運営委員会でも問題になっていたのですが、この

運営委員会のあり方自体が少し問題になりまして、私に

は６月の半ばだと思いますが、理事会のほうで検討して

くださった結果、「運営委員会は現行の通り進めていきた

い」と理事会のほうでご判断されたと伺っております。

今後ともご協力をお願いしたいということであります。 

 さらに今回、理事会のほうでは、患者被害者の声を運

営に反映していくために、患者の視点で医療安全を考え

る連絡協議会の代表の永井裕之さんに、委員として加わ

っていただこうという判断をされました。そこで、永井

さんにも来ていただいておりますので、まずご紹介いた

します。 

 

永井委員 永井でございます。よろしくお願いします。 

 

樋口座長 それでは、本当によろしくお願いいたします。

それから、日本法医学会の理事長が中園（一郎）さんか

ら平岩先生に交代されたので、平岩先生、お願いいたし

ます。 

 

平岩委員 日本法医学会の平岩と申します。よろしくお

願いいたします。 

 

樋口座長 それでは議事に入ろうと思いますが、議事次

第を見ていただくと、まず報告事項から例によって始ま

ることになっております。この運営委員会は公開という

ことですけれども、いちばん最後にごく短い時間、具体

的な事例について判断していただくところだけは、クロ
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ーズドで行うことになっておりますので、今回もそうい

うことがごく短い時間、最後にありますので、そのこと

だけはご了解をいただきたいと思います。 

 それでは報告事項から、岩壁さん、お願いいたします。 

 

岩壁次長 まず、皆さんのお手元に「資料１」、前回の議

事録がございます。委員の先生方にはもうすでにご確認

を頂戴したわけですが、議事録につきましてご意見があ

りましたら、この会が終了するまでによろしくお願いし

たいと思います。以上です。 

 

樋口座長 そのまま続けて報告をお願いいたします。 

 

岩壁次長 前回の議事録が１～19 ページまでございま

す。20 ページになりますと、「資料２」になっておりま

す。「資料２」につきましては、「事業の現況」、「１）受

付事例及び相談事例の状況」等がございます。本年４月

１日以降、ただいま受付事例が茨城と大阪の２事例ござ

います。いま相談事例がありまして、おそらく愛知が増

える予定でございます。合計しますと３事例ということ

で、この資料のなかには受付しました事例につきまして

は140 で、カッコ内がこの機構になってからの事例受付

の数になっております。あとは、「②申請前の死後画像実

施状況」、北海道と愛知の２件がございます。相談事例等

につきましてはご覧の通りとなっております。 

 １ページ目をめくりますと、各地域事務局の現状が書

かれております。これにつきましては、解剖施設が右端

に書いてありますが、アンダーラインが引いてあるとこ

ろがございます。東京でいいますと、三井記念病院が解

剖施設として増えました。大阪は、大阪大学と大阪市立

大学、そしてさら福岡では佐賀大学ということで、ぜん

ぶで４大学が増える予定でございます。合計しますと、

全国で解剖施設の協力施設は36施設になりました。以上、

簡単にご報告させていただきました。 

 

樋口座長 ご報告にありましたように、いま事業の現況

として、「資料２」のところにあるように、前のモデル事

業からの継続では140 ですが、この新しい形になってか

らは35事例で、今回新たにというのが２事例ということ

です。それから、昨年からの継続評価事例30例中、終了

事例が８例あるそうです。あと、解剖施設が、いま岩壁

さんがおっしゃったように、それぞれの地域で増えてい

るところがあるということです。概要だけですが、何か

ご質問、コメントはあるでしょうか。 

 それでは、議題「（１）平成23年度第２回理事会の報

告」について、理事会を代表して高久先生からご説明を

お願いしたいと思います。 

 

高久代表理事 平成23年度第２回理事会は、６月13日

の午前中に日本外科学会の会議室で開催いたしました。

出席は、理事の方全員、監事の山口先生も出席されてお

ります。それから、厚生労働省からも１名出席されてお

ります。原中央事務局長も出席であります。 

 議案としては、平成23年度事業運営と、平成24年度

事業運営についてでありますが、これにつきましては後

で原中央事務局長からご説明があると思います。 

 ここには載っておりませんけれども、前回の運営委員

会のときに少し問題になりました、理事の件を少しご説

明したいと思います。この理事会では、平成23年度第１

回運営委員会での意見を踏まえまして、医療事故調査機

関（第三者機関）の設置に向けた国の動向を注視しなが

ら、「診療行為に関連した死因の調査分析機関としての自

律性をもった組織」を、現行法の下で、医療界の全面的

な協力を得て目指していくという方針を確認いたしまし

た。 

 その方策のひとつとして、従来から、理事をもう少し

強化する必要があるのではないかというご意見がありま

したので、運営委員会から、いま座長を務めておられま

す樋口先生に加わっていただきました。それから、運営

委員にも入っておられますが、日本医師会から高杉常任

理事と、それから日本病院会から堺（常雄）会長の、３

人をお願いしてはどうかということでありまして、この

お３人の方に私のほうからご了解を得ることができまし

た。 

 それからもうひとつは、日本医学会の基本領域19学会

でありますけれども、この19学会に社員としての協力を

要請することを確認いたしました。今後、各19学会の理

事長の方々にご説明して、社員として協力することをお

願いしたいと思います。 

 それから、厚生労働省からの補助金以外の自律的な財

政的基盤の強化については、引き続き検討していくこと

を確認いたしまして、場合によっては社員がある程度負

担をする必要があるのではないかという意見も出ました

ので、付け加えさせていただきます。以上であります。 

 

樋口座長 いま高久先生のお話にもありましたが、事業

運営等について、続けて原先生からお願いします。 

 

原事務局長  それでは、23ページ、24ページを開けてい

ただきたいと思います。そこに書いてありますように、

平成23年４月22日に開催されました運営委員会で非常

に多くの意見をいただきました。そのことを踏まえると

ともに、平成16年９月、本当に最初に戻って、日本医学

会基本領域19学会の共同声明に基づいて、事業を下記の
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ように実施していこうという方針でございます。 

 まず、「１．運営方針」ですけれども、これは平成 23

年１月 28 日の理事会で大枠が決議されたものでござい

ます。「（１）実施体制」は、中央事務局と９地域事務局。

以前は10地域ありましたけれども、これは具体的にいい

ますと茨城ですけれども、実施地域は10地域ですが事務

局は９地域で、茨城の事務局機能を東京が代行するとい

う形で、９地域事務局で行っていきます。これも後ほど

ご説明しますが、予算の削減ということのいちばん大き

なファクターであります。 

 それから、「（２）受付事例計画」は、今年度は40事例

ということで、その内容はここに書いてございませんけ

れども、できれば後ほど話題になります協働型といって

いるものを20例前後、これに含ませていきたいと考えて

おります。 

 「（３）調査分析方法」ですけれども、院内調査の支援

は、小さい病院のことを考えております。それから、調

査分析の協働型、これが本日話題になる形です。それか

ら、従来型に死亡時画像診断を併用したような形、それ

から当然、従来型というものもあります。こういった、

新しいことを少し試していくことも考えております。 

 それから、「（４）事業の効率化の推進及び調査分析方

法並びに評価方法の開発」ということもやっていきたい。

「（５）人材育成の推進」ということで、対象別の研修の

実施と、教育プログラムの開発をやっていきたい。 

 そこの次に予算額が書いてありますが、平成23年度の

予算額は１億1,915 万5,000 円ということで、その下に

書いてあります平成22年度と比較いたしますと、5,700 

万円以上、減っているということでございます。そうい

うことで、若干、地域事務局が縮小されてきたというこ

とであります。 

 それから、「２．事例対応について」ですけれども、（１）

で受付事例の評価を速やかに進めて、受付６カ月後を目

処に終了するようになるべくしていきたい。それから、

（２）従来型の調査分析方法に加えて、協働型を実施す

る。これは、先ほどお話しした通りです。 

 それから、「３．日本医療安全調査機構の基盤強化につ

いて」、先ほど高久先生からお話がありましたように、

（１）日本医学会の基本領域19学会との連携を強化する。

実際は、この機構に社員として参加していただく。（２）

財政基盤の充実ということで、できれば各学会に、少し

分担金のような形でお願いできないかということを考え

ております。 

 それから、「４．理事会の強化について」、幅広く医学

会の協力を得るために、日本医学会基礎領域19学会等に

協力を求めて、理事の増員を検討するということで、先

ほど高久先生からもお話がありましたように、３人の

方々をお迎えすることになりました。 

 それから、「５．自己財源の確保について」ということ

で、運営委員会での指摘を踏まえまして、財政基盤の強

化の一環として、関係学会等に寄附を募るという、自己

財源の確保方法について検討するということでございま

す。 

 それから、「６．運営委員会について」、（１）運営委員

会と理事会との関係をもう少し整理する必要があると考

えております。この日本医療安全調査機構というのは一

般社団法人という機構でありまして、ひとつの組織です。

それと、いままで行われてきた運営委員会というものと

の、組織のなかの理事会と運営委員会の関係といったも

のを、少し整理していく必要があるというふうに考えて

おります。 

 （２）運営委員会の委員の削減というのは、先ほどお

話がありましたように取りやめになりまして、新たに患

者の代表の方を１人、永井さんに加わっていただくこと

になりました。 

 それから、「７．その他」と書いてありますけれども、

早速きょうから実施させていただくことになりますが、

運営委員会等にご出席いただいた際の謝金は、当分の間、

辞退していただくようお願いして、原則、交通費のみの

支給というふうになっております。 

 次が「８．運営上の課題」ということで、そこに５つ

挙げさせていただきました。これはまた後ほどご説明い

たします。 

 それでは、次のページを見ていただきます。25ページ

は、平成22年度の収支決算書です。ご覧になった通りで

ございますけれども、何かありましたら後ほど事務局の

ほうにお問い合わせください。 

 それから、26 ページに平成 23年度の収支の予算書が

出ております。昨年度は１億7,000 万円、今年度は約１

億 2,000 万円に減額されたということで、主に人件費、

諸謝金、それから解剖費。解剖費は、平成22年度の決算

額を見ていただきますと 760 万円となっておりますの

で、この1,568 万円というのはかなり大きな前年度の予

算額であったということですけれども、今回は490 万円

と少なくなっております。これは、協働型をやることに

なりますと、遺体の運送費等がだいぶ減額されるのでは

ないかということがあって、本年度の予算では「解剖費・

文書費等」のところがかなり減額になっているというこ

とです。その他は大きな変化はないと思いますけれども、

一応こういうことで今年度の予算書はできあがっており

ます。 

 それでは、次の27ページを見ていただきますと、「資

料４」です。平成23年度に課題とされている事柄の検討

に対して、予定表的なことがそこに書いてありますけれ
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ども、大きな課題が（１）（２）（３）（４）（５）と５つ

挙げられております。 

  「（１）広報活動の強化」ということで、なかなかこの

モデル事業に症例が増えてこないのは、十分な広報活動

が行われていないからではないかという指摘もございま

したので、広報活動をもう少し積極的に行うべきだろう

ということで、国民への広報活動、医療機関への広報活

動というものを積極的に行う。 

 それから、「（２）評価の標準化・迅速化・その他評価

に係る課題」ということで、これはこの次の運営委員会

で検討したいと考えている点ですけれども、評価手順の

標準化のための具体的な方策と。もともと、ある程度そ

の地域でできるという形でこの事業が開始されていると

ころがありまして、完全に10地域の評価手順が標準化さ

れているとは言えない状態がありますので、できるだけ

評価手順を標準化していきたいということでございます。

それから、評価期間の短縮のための具体的な方策、解剖

結果の途中開示についてはどうするかということも検討

の課題だと思います。 

 それから、「（３）評価委員会のあり方の検討」という

ことで、これもできれば第３回の運営委員会で検討した

いと考えているところですけれども、評価医の選出方法

の標準化のための具体的な方策として、どうやったらい

いかということ。それから、協力学会への評価結果の還

元方法といったことを検討したいと思います。 

 次は、「（４）協働型調査分析方法の試行と評価」です

が、この段階で協働型の分析が何例行われているか、い

まのところわかりませんけれども、それが行われていた

らぜひそれの費用対効果とか、評価の妥当性とか、その

方法の課題、その課題に対する対応策ということを、第

４回運営委員会、あるいは来年度になるかもしれません

けれども、そういうことを評価すべきだろうと考えてい

ます。 

 これらの課題について、この運営委員会で直接検討す

るのはなかなか大変なことですので、できれば４名程度

の小委員会をつくりまして、具体的な方策は検討させて

いただいて、それを運営委員会にお諮りして議論を深め

るという形に持っていきたいと思っておりますので、こ

の小委員会の設置に関して、ぜひ皆さんでご議論いただ

ければ幸いでございます。 

 それから、「（５）これまでの実績の整理」ということ

で、ここで140 例ぐらい症例も集まってきておりますし、

私たちの機構になってから35例ということで、もう一回

それぞれの関係者の満足度とか、実際の効果ということ

を、アンケート調査で確認したいというふうに考えてお

ります。 

  それからさらに深く、②ですけれども、評価終了事例

の分析。いろんなことか分析できるのではないかと思っ

ておりますので、そういう分析もぜひ手掛けていきたい

というふうに考えているところです。それによって、評

価結果報告書マニュアルが改訂されていくようなことで

あればいいなと考える次第です。 

 一応、具体的になっているところはそういうことでご

ざいます。以上です。 

 

樋口座長 ありがとうございました。「資料３」と「資料

４」を使って、６月13日に理事会が開かれ、そこでどう

いう議論が行われ、どういうことが判断されたかという

ことを、高久代表理事と原事務局長からいまご説明を伺

いました。これについて、議論いただきたいと思います

が、いかがでしょう。 

 

佐藤委員 日本歯科医学会の佐藤でございます。ご説明

ありがとうございました。23 ページの項目３の「（１）

日本医学会基本領域19学会等との連携強化」というのは、

ご説明では、先の理事会における「日本医学会基本領域

19学会には社員として協力を要請」というところに関連

するという内容でございましたが、確認ですけれども、

これは日本歯科医学会にも社員として要請していただけ

るのかと。歯科医学会としても事例を２つ経験しており

ますし、やはり数は少なくても死亡事例はどうしても発

生するということで、こういった体制を支援していく義

務があろうと思いますので、ぜひ要請をお願いしたいと

思います。 

 

高久代表理事 19学会のほうには、将来的には財政的な

負担も考えられますので、これから理事長の方々にお願

いをしようと考えております。歯科医学会のほうも入っ

ていただければ、非常にありがたいと思います。 

 

樋口座長 他にいかがでしょうか。 

 

高本委員 高本です。財政基盤をしっかりさせる、強化

というふうに書いてありますけれども、事例が起こった

場合に、解剖をして、しかも解剖にもたくさんの人が参

加して、それからだいたい半年ぐらいに渡って詳細に精

査するわけですね。メールでのやりとり、それから１回

は集まるという状況のなかで、報告書としては 10～20

ページ近くのしっかりとした報告書が出るわけです。こ

れはそうとうの労力がかかるわけでありまして、これを

いまは、依頼した病院側としてはただでもらっているわ

けです。 

  私もいま病院の院長をしておりますけれども、これが

もし何かの問題になって、刑事にしろ民事にしろ裁判に
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なりますと、こんなものではぜんぜん済まんわけです。

何千万円という金額がかかるし、病院側に有利なほうに

決まったとしても 500 ～1,000 万円ぐらいかかるとい

うのが、私が受けた印象です。この立派な報告書をただ

でもらうのは、病院としてもこれはちょっと申し訳ない

という感じがいたします。 

  心臓血管外科学会などは、事件の外部評価委員等を受

けて、学会ぜんぶで問題を抱えますと、50～100 万円ぐ

らいを調査委員会の費用として請求することになります。

こういう非常に重大なことに関して、しかも第三者的に、

考えたらいちばん理想的な形として、解剖までして報告

書までいただく。その後、何かあるかもわかりませんけ

れども、いままでの100 何例を見ていますと、ほとんど

の事例でだいたいこれで片が付いているというわけであ

ります。 

  いまの予算を見てみますと、解剖から報告書に係るの

は、たぶん諸謝金プラス、人件費はたぶん調整医師とか

調整看護師の人件費だと思いますが、諸謝金・旅費、解

剖医あたりがこれに係る料金だろうと思うんですね。そ

うしますと、去年がだいたい3,800 万円ぐらいでありま

す。症例でいうとだいたい35例です。これは、私はそれ

なりの価値があると思いますので、解剖までして綿密な

精査もして報告書を出すということですから、１事例あ

たり200 万円ぐらい出してもいいのではないかと。病院

としても、それぐらいは出せるのではないかという感じ

がします。 

 そういう事例を抱えた病院としても、私はある程度出

す必要があるのではないかと。そういうことをこっちか

ら各病院に連絡するのか、あるいは日本病院会──いく

つか病院の組織がありますけれども、病院会がいちばん

大きいので、そのあたりの会長とも相談して、１事例200 

万円ぐらいと。お金のないところでは続きませんし、あ

る程度余裕がないと、これをまた各地方に拡大すること

もできませんので、少し余裕をもって、１事例200 万円

ぐらいずつ徴収したらどうかと。 

  それを病院会に高久先生が持ち込んで、承諾をもらっ

てやるのはどうかと。もし三井記念病院でこの事例があ

れば、病院として他の病院会がどうだろうと、200 万円

はこのモデル事業に払いますよ。あんなに正確な報告書

をやっていただくのに、ただでもらうのは、私は申し訳

ないと思います。それまでの皆さんの苦労をただでもら

っては、非常に申し訳ないというふうに思います。 

 

樋口座長 ありがとうございました。 

 

高久代表理事 高本先生が来られる前に報告したのです

けれども、日本病院会の堺会長さんに、今度、理事に加

わっていただくことになって、ご承諾を得られましたの

で、私も日本病院会の参与をしていますので、一回その

点について相談をしてみます。何というお返事が来るか

わかりませんけれども。 

 

高本委員 決して病院は、黒字で豊かな経営をしている

とは思いませんけれども、それぐらいは、たぶん病院と

しても、こういうことに対することは出せますし、もし

訴訟になって何千万ということを考えますと、200 万円

でちゃんとしてくれるというのは非常にありがたい話だ

と思います。 

 

鈴木委員 いまの点に関連したことですけれども、患者

側からの申込みにも対応するという基本的方針になって

いますよね。具体的にご遺族がモデル事業に申込みをし

たときに、病院の了解との関係はどうなのかというのは、

あまりはっきりしていないように思うんですね。結局の

ところ、有料にしたときに、財政を理由にして申し込ま

ないと。患者、遺族が申し込んで来たときに病院は、そ

れでも金を払わせるんだったら協力はできないと。こう

いうふうになってきたときに、せっかく始まったモデル

事業が参加の機会を失うことになりかねないのではない

かということなので、そのへんのご遺族からの申込みと

の関係を少し整理をしていただきたい。 

 現実にあった話ですけれども、大学病院に院内事故調

査の申入れをしたらば、「院内事故調査の結果、法的責任

があるという結論が出なかった場合には、その調査費用

の一切を患者側、ご家族側が負担する」という念書を書

いてもらわないと院内事故調査はやらないといった病院

も、東京の大病院であるんですね。 

  ですから、多少紛争、苦情が見え隠れしているところ

がありますので、きちんと原因分析ができ、ご遺族の意

向も踏まえて原因分析がそれで先に進んでいくというこ

とであれば、高本先生のおっしゃるように、その病院に

とっても非常に大きなプラスがあることははっきりして

いるんですけれども、ただ財政の理由によってそれがか

えって障害になってしまうというところも、念頭に置い

て検討していただきたいというふうに思います。 

 

樋口座長 このモデル事業での原因究明の作業というの

は、もちろん無償で行ってきたわけで、どこまでそれが

続くかという問題があることはあるので、今後、たぶん

理事会でも検討していただけると思いますけれども。本

当は法律家が──加藤さんがきょうはいらっしゃってい

ないのでお２人ですけれども、一種、誰が負担するかと

いうときに、こっちが負担するかこっちが負担するかと

いうだけで争うと不毛な争いになりますよね。結局のと
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ころ、押しつけ合いというのか。 

  そういうときに、法的な、あるいは経済的な分散の仕

組みとしては、保険というものもあります。病院会であ

れ医者個人であれ、保険の仕組みというのは、いま日本

ですら必須になっていて、何らかの紛争があるときに、

自動車事故なんていうのは示談代行というのが当たり前

になっていて、そういうことまでぜんぶやってくれる。

しかし、自動車の関係だったら示談代行できるかもしれ

ませんが、医療事故はたぶんできないと思いますよね。

保険会社だって、そういうお医者さんを雇ってというこ

とはあるのかもしれませんけれども、それを外注する。

こちらへという形で、保険の形で分散するようなことも

本当はあってもいいかもしれないですね。 

 それはそうすると、ひとつの病院だけが「すぐ払いな

さい」と。そうするといまの鈴木さんがおっしゃったよ

うな形で、「いやいや、ちょっとそれは、頼みたいけれど

もうちの病院だってこれだけ赤字が続いているのに」と

いう話だって、場合によっては出てくるかもしれない。

だから、もう少し工夫の余地があると思います。一方で、

それはたぶんこの事業がどれだけ拡がっていくかという

問題とも関係があって、とくに大きな課題だと。 

 それから言い忘れましたけれども、次の議題で調査分

析協働モデルについてはご議論いただこうと思っており

ますので、いままでのご説明のなかでそれだけはとりあ

えず先送りして、後回しにして、他の部分でご意見、コ

メントをいただきたいと思いますが。 

 

鈴木委員 先ほどの理事会の議事録を拝見して、「第三者

機関設置に向けた国の動向を注視しつつ、自律性を持っ

た組織を現行法の下で目指していく」と。こういう書き

方がありますけれども、これは私の理解では、法制化の

第三者機関は国の動向を注視すると。一方で注視しなが

ら、このモデル事業をひたすら自律性をもった組織にす

るために目指すと。こういうふうに読んだのですが、従

来の議論は、たとえば見直しの議論でも、法制化を前提

として事務局を強化しようとか、つまり法制化を目指す

活動として、そのつなぎとしてのモデル事業を行ってい

くという方向性だったと思うんですね。 

 そうすると、ちょっと読み過ぎなのかもしれないです

が、法制化については国の動向を注視するだけで、とく

に目指すわけではないということをお決めになったのか、

それとも法制化について何らか追加のご説明があるので

あれば、その点について、法制化についてこのモデル事

業、機構がどのようなスタンスで臨んでいるのかという

のを、もう少しわかりやすくご説明いただけますでしょ

うか。 

 

高久代表理事 これは、医師法21条のこともありますの

で、従来の方向を目指すべきだと思います。 

 

鈴木委員 従来のというのは、法律に基づいた第三者機

関を目指していくという。 

 

高久代表理事 はい、そういうことだと思います。 

 

鈴木委員 そうなってきますと、運営上の課題のなかに

法制化の課題が何も載っていないのですが。つまり、目

指すというのは、向こうのほうを向いているというわけ

ではないと思うんですね。何らかの行動を行うというこ

とになると思うんですけれども、その行動については、

今後の検討課題でもいいと思うんですけれども、どんな

行動を法制化のためにしていくのかと。厚生労働省との

関係もありますでしょうし、それから国会とのロビーの

関係もあるでしょうし、法制化を目指している団体は、

永井さんたちも含めて様々なところがあるわけで、そう

いうところとの位置関係みたいなものを、運営上の課題

のなかに。 

  もちろん、モデル事業の主としたものは、やはり医療

事故原因分析評価をきちんとやるというところが主であ

ることは理解していますけれども、法制化についてまっ

たく何も、ただ眺めているというだけではいけないので

はないか。それは従来からの議論でもあったと思います

ので、そこはぜひ、ここの運営委員会でやるのかどうか

という点はもうひとつあると思いますけれども、機構の

理事会なり何なりできちんとした議論をしていただいて、

運営委員会にご報告をいただきたいと思います。 

 

樋口座長 他にいかがでしょうか。とくに、それぞれの

地域で実際の事業に立ち会っておられる先生方はいかが

ですか。理事会の報告等がありましたけれども。 

 

黒田委員 病理学会担当理事の黒田でございます。これ

はご議論があるように、前回のお話があって、きょうは

愛知の地域代表の池田先生がお休みでございますので、

私が代わりに発言いたしますけれども、当方も8月で調

整看護師がやめてしまうことになっておりまして、常勤

がいなくなることになってしまいます。そこも含めて、

私は大局的に、補助金をいただいてのこの事業は今年度

が最後で、法制化に持っていくことを前提にした全体の

流れのなかで、全員が考えてきていたと思うんですが、

先ほどのお話を伺いますと、次年度は云々というお話が

出てきましたので、次年度もまだこの形式で続けるのか

というのが僕の正直な気持ちなんですね。 

 ですから、鈴木先生のお話にもあったように、今年度
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できちんとした方向性をつくって、どの政党が政権をと

っていても、とにかくこれを議員立法に載せていただく

ことを考えて、みんなここまで来たのではないかなと。

私はそういう認識でいたのですが、そうではないのかと

いうことが１点です。 

 そうしないと、地域のなかで調整看護師さんも含めま

して、現場で対応できる方をせっかく人材育成をしてき

たにも関わらず、このビジョンの方向性が見えてこない

と、そこに関わっておられる方々の当然、雇用の問題も

ございますので、そこはある程度はっきり、この事業を

補助金事業として続けていくのか、ある程度のところで

けりをつけてちゃんと議員立法に持っていくのかという

ことの方向性を出すことが必要です。それから鈴木先生

がおっしゃったように、それに対するこの会としての決

意ですね。そこをある程度のところで論じていただかな

いと、私はこの問題に７年関わっていますけれども、最

初のときから全く変わっていないという気がしています。

そこの決意をお述べになって、国民にわかりやすく、私

どもの決意を発信するような場はここしかないと思うん

ですよね。それをぜひやっていただきたいと思っていま

す。 

 それから、先ほどからお金の話が出てきていますが、

次の協働モデルのところでも問題になると思いますが、

私は基本的にこの調査の基本の姿勢というのは、ある意

味でできあがってきていると思いますので、高本先生か

らもご意見がありましたけれども、解剖する立場、もし

くは解剖を分析する立場としては、少なくとも解剖にか

かっている費用はやはり基本的には病院が負担すべき時

期にきていると思います。それを原則にしていないと、

そこまで丸々ここで抱えていて、予算を立ててそのなか

でしかできないようなことでやっていては、やはり先が

読めていかないので、少なくとも解剖に関する費用は、

基本的には病院負担ということできちんと、それはお述

べになってもいいのではないかなと思います。 

  それを検証する段階はすでにもうできていて、それに

対して異議を述べられる方は実際おられないと思うので、

少なくともそこのところは、予算もそうですがきちんと

しておいて、今年度からでも私は別に構わないと思いま

すけれども、解剖の料金につきましては原則、医療機関

が負担する。ただし、ご遺族から依頼のあった場合につ

いては、その場で検討するということでいかがでしょう

か。 

 私も愛知県の医師会のシステムで 25 年やってきまし

たが、某大学の事例の問題がありまして、結局、愛知県

医師会も二段構えでいくことに変更になりました。通常

の医師会としての解剖を受け入れるという立場と、それ

からこういう医療関連死に関しての受け付けるところと、

一応二段構えでいこうということになりました。原則、

剖検の料金は医療機関にお支払いただくのですが、ご遺

族が望まれた場合については、そこはご遺族側とご相談

をして費用分担を適切にしていくことも含めていろんな

ケースを考えてやっていく必要があると思います。単一

な方法で、１年前に決めたプロトタイプのままでいくと

いうのはやめて、もうちょっと策を打ってもいいのでは

ないかと思っております。 

 

樋口座長 他にいかがでしょうか。 

 

高本委員 患者さんが申し入れた場合にどれだけ患者さ

んに負担してもらうかと。私は、基本的に病院がぜんぶ

でいいと思っていますけど、そうなるとお金で買収され

たという気持ちも、患者さんに湧く可能性だってなくは

ないと思いますので、私は１割ぐらい、20万円ぐらいを

出してもらって、180 万円を病院で出すと。 

  病院としてのメリットは、いろいろなことが起こって、

いままでのレポートを見ても完全に患者が悪くて病院が

いいということもなかったですよ。病院側としても反省

すべきことを、改善点をあげてもらったわけですから、

基本的には病院側がやる場合はぜんぶ病院がやると。 

  患者さんがやった場合、僕は病院がやってもいいと思

いますけど、金で買収されたという気持ちにならんとも

限らないから、どうせ弁護士さんと相談するのにもまた

お金もかかっているでしょうから、それで１割ぐらいを

出してもらって、それで堂々とやっていただく。 

  確かに、これを保険の制度のなかに入れるということ

は非常にいいと思いますが、いまの民主党の連中に任せ

ているとそのためにはまた２、３年かかりますよ。これ

は我々のなかで、それこそ病院会の幹部と話をすればで

きることですから、しかも患者さんの額を決めるのは、

鈴木先生に相談して、鈴木先生が納得してくれれば何と

かいくのではないかと（笑）。 

  とにかく、そんなことでもたもたしているよりは、ボ

ンと病院としても僕は払ったほうがいいと思いますし、

それで事業がもっと進むならば、その方向で行ったらよ

ろしいのではないかと思いますが、いかがでしょうか。 

 

里見委員 厚生労働省的には、あまり問題はないですか。

補助金事業というもののなかに料金を設定してもらった

ものが入ってくるという、これは少なくともクリアして

おかないといけないというのがあれば、ぜひ。 

 

厚生労働省 いまのところはそういう前提で話は来てい

ないので、いまのところは無理ですけれども、できるか

どうかちょっと、補助金を扱っている担当局とも調整を



 8 

して確認をしないと、即答はしかねます。 

 

黒田委員 先日、日本医師会が答申を出されましたね。

それを読んでみると、国民に対しての強いメッセージが

発信されているとは思えませんが、本日は日本医師会の

委員がご欠席ですので、次回、真意を是非確認させてい

ただきたく存じます。 

 

  原則的に民主党案をほとんどベースにして大網案との

折衷を模索した指針ですから、しようがないといえばし

ようがないのかもわからないですけれども、ではどこが

音頭をとってやっていくかとなったら、ここしかないの

ではないかと、私はそう思っているんです。 

 

樋口座長 厚生労働省には答えにくい問題かとは思いま

すが、「国の動向を注視しつつ」と理事会も言っているの

で、いかがですか、厚生労働省の現状というのは。率直

に語っていただければ、本当はいいのかもしれないです

けど。 

 

厚生労働省 そこのペーパーの少し上のところに書いて

あると思いますが、ここに補助するという予算に関連し

ましては、来年度、今年度と同額のものを考えてござい

ます。なので、これはしっかりと続けていく事業だとい

うスタンスで医政局としてはとらえてございますけれど

も、法制化の話につきましては、そこに対して言えるも

のは、申し訳ないですけれどもございません。 

 

樋口座長 継続していく気持ちがある。要求もする。だ

から、こういう事業の価値は認めると。 

 

厚生労働省 もちろんです。 

 

樋口座長 その価値は何ですか。 

 

高久代表理事 ちょっといいですか。「資料３」に「国の

動向を注視しつつ」とは書いていたんですけれども、我々

が自分たちで第三者機関をつくって、それで医師法 21

条の改正は我々がつくった第三者機関が国に要請すると

いう形のほうが、このままの形でずるずるモデル事業を

続けるよりいいのではないかと、私は個人的にはそう思

って、そういうことでこういう表現になったのだと思う

んですね。そうしませんと、いつまでたっても何となく

皆さんのフラストレーションが溜まる形になりますので、

自分たちでつくってしまったほうがいいのではないかと。

そういうふうに私は思っております。 

 

鈴木委員 動かないものを見ていてもしようがないです

よね。 

 

樋口座長 時間の関係もあるのですが、こちらの地域代

表の方から何かあれば。 

 

居石委員 福岡の居石でございます。私ども、地域で事

例を可能な限り集めたい。ただ、現実はまったくフリー

ズした恰好で、それをなかなか超えません。そして、事

例の相談があったものも、あるいは事後に耳に入る。そ

れもしばしば司法解剖にまわる。つまり、社会の認識と

いうのは、まったく参加させていただいた３年半ほど前

の状況と変わっていないというのが、素直な気持ちです。 

  したがって、流れを大きく変えていただくだけの節目

のそれがあっていただきたいというのは、前のときから

しきりとお願いをしている。したがって、ここから強く

発信していただけるということになれば、これは言うこ

とありません。そうでない、関係する医師会にあっても

というのは、なかなか全国で強い目に見える動きという

のはないように私は思っています。 

  したがって、福岡県内で独自でやるのかなんていう意

見も出てきているぐらいでありますから、この委員会で

しっかりと発信をしていただいて、行動していただけれ

ば、大変地方はありがたいという気がいたします。 

 

樋口座長 時間もありますので、次の議題に移らないと

いけないと思いますけれども、またどこで戻ってきても

らってもよろしいので。ただ、先ほど原事務局長からも

あったように、あまり私も形式論にとらわれる必要はな

いと思っています。実質的に意識のある人たちが集まっ

たところで議論するのが大事なので、「これは運営委員会

で、理事会ではないではないか。みんな理事ではないで

はないか」という話はやめたらいいと思っているんです。 

  ただ、それにしても運営委員会と理事会の関係の整理

をもう少ししておく必要があるし、それからいま高久代

表理事は非常に心強いことをおっしゃっていただけたわ

けで、そういう理事の下でなら運営委員会としても、ま

あ「いままでも十分に苦労してきたではないか」と本当

は現場の方はおっしゃるだろうと、あるいはおっしゃら

なくても心の中では絶対に思っていると思いますけれど

も。 

  私自身も不思議なのは、今度の牛であれ何であれ、食

の安全、原子力の安全であれだけ大きな問題になるのに、

医療の安全をキャッチフレーズにして政府は動かないし、

メディアも動かないというのは、本当にわからない。そ

れはもうずっと前から。なんでメディアの方も協力して

くれないのか。現場の人を訪ねてくれて１事例でも一緒
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に見てくれれば、本当に真面目にやっていることがわか

るはずなんです。これで７年、なかなか拡がっていかな

いのがなぜなのだろうかと。原子力発電の何とかみたい

な話ほどの重要事ではないというふうに、メディアの方

が思っているのだろうか。自分の身の周りに１回、事故

に合った人か、あるいは逆に事故の関係者としての医者

が友だちでいれば、絶対にわかる。その人の人生がぜん

ぶそれでどうかなってしまうような話なので、それはじ

つは原発の事故と同じですよね。 

 でも、人を非難してるだけではそれこそ簡単な話なの

で、広報活動の充実についてというのも、次の次の議題

でありますので、そこでまた議論をしていただくことに

して、次へ進もうと思います。「資料４」のところで、「以

下の課題については小委員会を設置して」と書いてあり

ますね。ここの「資料４」を見ていただくと、これはい

かにも本当に運営委員会でやるべきことですよ。厚生労

働省には厚生労働省の担当室長の苦しみ……とまで言っ

ていいのかどうかよくわからないけど、大変なことはき

っとあるに決まっているわけです。私は忖度する他ない

けれども。「なかなか動かないもの」と鈴木さんが言った

けれども、誰がどうして動かないのかというのも、私な

どには本当にわからないのでね。 

  そういうことはある一方では、そういう世の中という

のはしかし、変わるときには変わりますのでね。そう思

って、こうやって粛々と一つひとつのことを丁寧にやっ

ていくことも大事だとは思いますから、この４名程度の

委員で構成される小委員会の設置については、一応こち

らの事務局、座長等にお任せいただいて、（５）のところ

で書いてあるようなことですけれども、こういう事柄を

きちんとやっていくと。 

 もしかしたら小委員会でも、きょう話に出たようなも

のを、たとえば受益者負担のあり方とか、法制化といっ

たって、私も議員の知り合いがいるわけではないので、

一体どういう活動をしていけば本当にいいのだろうかと

いうのはわからないですが。私が入るかどうかはともか

くとして、その小委員会の方にもそういう問題を議論し

ていただいて、それを運営委員会、さらにもちろん理事

会のほうへも上げていただいて、ここでの議論が言いっ

ぱなしで終わらなくて、少なくともこういう議論はしま

したという形でまた報告して、それにまた議論いただく

という形にしたいと思います。 

 それで、次の議題、「（２）調査分析協働モデル（仮称）

の運営について」、こういうものもやったらどうかと。院

内調査委員会と調査分析を協働して行う。しかし、院内

調査委員会も大事なことは大事ですが、そこだけに投げ

るのではなくて、まさに協働で。我々の経験を活かすよ

うな形でやっていこうという形のものも、モデルとして

やってみようではないかという話について、先回、本当

はすでに議題にあがっていたところが、十分に時間が取

れなかったので、これについての説明を伺い、疑問等も

もうすでに提起されておりますので、その議論に入りた

いと思います。これは、原先生から説明をお願いいたし

ます。 

 

原事務局長 前回、１回は説明させていただいていると

思いますけれども、「資料５」、28ページをご覧いただき

たいと思います。そこに書いてあるのは、協働モデルの

申請についてということで、その申請可能な医療機関の

要件というのがそこに５項目、①から⑤まで書いてあり

ます。いちばんポイントになるのは、「④過去に外部委員

が参加するような公式な院内調査の実績がある」という

項目が、満たせるところはそう多くはないだろうと考え

られますので、これがポイントになるかなと思っている

ところです。 

 「（２）受託の方法」というのは、地域代表がまずは受

託の判断をするということになっています。 

 それから、「２．解剖の実施について」です。これはい

ままでの従来モデルと少し違うところですけれども、②

に書いてあります、モデル事業は、依頼医療機関に解剖

立会医（病理医・法医若しくは臨床医）を派遣して、立

ち会っていただくということです。しっかりと解剖に立

ち会っていただいて、解剖は実際はその病院側の先生が

行います。 

 その後の報告書も、当該病院の病理の先生が記載され

るということですけれども、それに関して、「⑥依頼医療

機関が作成した解剖結果報告書を、モデル事業解剖立会

医が確認する」と書いてありますけれども、それの作成

は当該病院の病理の先生ですが、それを立会医が確認す

るという形になっております。 

 それから、次の29ページにまいりますと、「３．協働

調査委員会（仮称）の設置について」ですけれども、な

にしろ院内の調査委員会に機構のほうから外部の委員を

送って、その調査委員会がなるべく第三者性を発揮でき

るようにということを考えて、これがつくられているわ

けです。 

 （１）のところに、協働調査委員会の目的が書いてあ

ります。それから（２）ですけれども、委員の選定とい

うことで、６～７名ということを考えております。②に、

委員会の外部委員として、学会等の紹介・斡旋等により

第三者性を担保するための複数名の専門医、及びその他

の有識者を派遣するということが書いてあります。 

 それから、病院のほうは院内の内部委員を３～４名選

出するということで、次の⑥に書いてありますように、

モデル事業の地域代表は、その調査委員会の委員長を外
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部委員から選任するということで、協働調査委員会の委

員長は外部委員が務めるという形をここで規定しており

ます。 

 それから、「４．協働調査委員会（仮称）の実施につい

て」ですけれども、「（１）調査の進め方」ということで、

これは以前と同様ないろんな資料を集めて行うことにな

っております。次の（２）に進捗管理と報告ということ

がありまして、一定期間ごとに患者の家族等に進捗状況

を報告することが規定されております。 

 それから、「６．報告書の作成」、31ページにまいりま

して「（１）協働調査報告書の執筆」ということで、委員

長がぜんぶを書くのは本当に大変なことですので、もち

ろん委員長は、報告書の執筆に協力する必要があること

をあらかじめ各委員に周知して、執筆は、調査に参加し

た委員がそれぞれの専門分野に応じて分担するというふ

うに書いてあります。 

 それから、「（２）記載の内容」ですけれども、これは

以前ととくに変わりありません。 

 「７．中央審査委員会（仮称）の実施について」です。

さらにその上に中央の審査委員会を設けるということで、

案としてつくられております。「①モデル事業中央事務局

は、中央審査委員会を常設し、協働調査委員会の協働調

査報告書の内容に対し、医学的妥当性等について、中立

的立場から検討・審査を行う」ということで、院内事故

調査委員会に外部の委員が入って、そこで第三者性を担

保して、さらにその上に、そこから出てきた結果の報告

書に関して中央審査委員会でもう一回、その妥当性に関

して検討・審査を行うことにしております。その次の②

のところに構成メンバーが書いてあります。 

 あと、次の32ページ「８．遺族・依頼医療機関への説

明について」ということで、「①協働調査委員会は、当該

事例に係る協働調査報告書を遺族に交付する」と。「②モ

デル事業地域事務局は、協働調査報告会を開催する」。「③

報告会は、中央審査委員会の委員長、協働調査委員会の

委員長──これは外部委員になるわけですが、それから

ご遺族、依頼医療機関担当責任者が出席する」というこ

とであります。 

 「９．結果の公表について」ということで、これはい

ままでと同じように、モデル事業で概要版を作成して公

開すると。この場合、もちろんご遺族の合意を得てとい

うことであります。 

 次の33ページ、外部委員の入った院内事故調査委員会

の構成メンバーの具体的な例が書いてあります。高度の

医学的専門性が必要な事例でありますとか、誤注射・誤

投薬等の院内のシステム要因が関与したと推認されるよ

うな事例の場合は、こういう方を選んだらどうかという

ことが書いてあります。③は、高度の医療的専門性かつ

システム要因の検証が同時に必要な場合には、１と２を

複合した形にしたらどうかということが書いてあります。 

 以上のような協働型の院内調査委員会をぜひ試してみ

たいと考えて、これの案を練っていただいた方が、34ペ

ージに書いてあります。「資料５－２」です。調査分析モ

デル事業のワーキング部会のメンバーの方たちです。こ

の方々に、都合４、５回集まっていただいて、いろんな

ご意見をお聞きして、この原案がつくられたというとこ

ろでございます。以上です。 

 

樋口座長 ありがとうございました。いまおっしゃって

くださったように、34ページにある富野先生をはじめと

して、時間を費やしていただいてこういう案という、こ

ういうこともやってみようという話ですが、これについ

て予め事務局のほうから地域代表の方々に、どうかとい

うふうに意見を伺ってくださったようです。それで、居

石先生から、まずコメントを。 

 

居石委員 最初の原先生からのご説明の後、設置規定か

ら、それからさらにいちばん最後、同意書に至るまで、

今回ご準備いただきましたですね。そのことは、前回問

い合わせをいただいたときには入っていなかったように

思いますので、先週いただいて、ちょっと時間がありま

せんでしたので十分には私も消化しきっていません。話

が前後することになるかもしれませんが、まずそれをご

容赦ください。 

 ６月の末にいただいたときに返事を出させていただき

ましたのは、何といっても協働分析モデル事業という恰

好で今回、スタートしていただく。院内事故調査の委員

会を充実させていくことには基本的に賛成であります。

そして、それが極めて大切である。したがって、積極的

に参加、あるいは推進することができればというのが私

の私見であります。 

 ただ、問題は、最後の評価報告書はさらに上に中央審

査委員会が乗っかる恰好になってそれなりに第三者性、

中立性というものをご高配いただいているとは思います

が、解剖ということになると、その責がいったいどこに

あるのか。そのことに甚だ疑問を持ちますという返事を

出させていただきました。 

 具体的に申しますが、解剖立会医は法医・病理医もし

くは臨床医と。そしてさらに、その結果報告、あるいは

結果ということについては、解剖立会医が確認するとい

う表現になっています。何を確認するのか。解剖立会医

はいったい何をするのかと。甚だこのところは不明確に

なっています。 

 したがって、外部の人たちが入り込んでの調査委員会

で、最終的に報告書を認定するという表現が出てくるか
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と思うんですが、解剖結果報告書についても立会医がせ

めて認定するか、あるいはそれなりに評価をするという

段階が入って然るべきではないかと思います。そうする

と、臨床立会医というのは、その責を全うすることは甚

だ難しいのではないか。 

 法医と病理医、その責を果たすだけの24時間の体制が

とれるかという、そのご配慮をいただいているのだと思

いますけれども、やっぱり臨床の立会医の方というのは

難しいのではないかというのが本音です。そして、いま

言いました解剖結果のそれに対して、第三者性、それな

りの検討をしたものであること。妥当なものであること、

病理に覆されるような誤ったものではないというレベル

まで、質をちゃんと高めていただくご配慮をいただける

とありがたいと。その２点であります。 

 

樋口座長 ありがとうございました。その他の方からも、

いまこの場での発言で結構ですので、コメントをいただ

きたいと思います。 

 

黒田委員 愛知県のみならず、私のいるところの近隣で

生じた症例につきまして、愛知は加藤先生もいらっしゃ

いますので、モデル事業に乗れないような形のものも、

こういう形式ですでに数例行っております。私が実際に

執刀したものが半分ぐらい、それから解剖に立会ったも

のが半分ぐらいで、いま居石先生からご意見がありまし

たが、剖検の診断書に一緒に私の名前を入れていただい

てサインをしております。そこまでしないと、たぶん解

剖についての立会いといっても、一緒に診断をしたとい

う内容でないと、信頼性も含めて非常に乏しいのではな

いかと思っております。 

 私は、この協働型をやることそのものに、円滑な事業

の遂行ということを考えると賛成でございますが、本来

は、病理の先生が立ち会うのが筋論だと私は思っていま

すが、東京では難しかろうということがございまして、

ワーキンググループで苦労されて、こういう記載になっ

たものと理解しています。 

 だから、できれば病理医が立ち会う。そうでない場合

には法医、臨床立会医という形になって、少なくとも第

三者のどなたかが立ち会って、その解剖については、ご

遺族にその方が説明をするということで、基本的にこれ

はイーブンで３分の１ずつという意味では私はないと認

識をしているのですが、富野先生、これでよろしいでし

ょうか。 

 

富野委員 基本的には病理、法医ということでいったん

ですけれども、人数の問題もありまして、「もしくは臨床

医」となりました。 

 

黒田委員 一応、こういう表現はしてあるけれども、基

本的には病理の先生ができるだけ入ってやるべきだと、

私は病理学会の担当理事ですのでそう思っております。

そういう内容でいけば、たぶんこの内容はかなり現実に

則していて、私の関わった症例でも、私はいつも言って

おりますけれども、当該事例が発生した病院の病理医と

いうのは非常に苦しい立場にありまして、その先生がい

ろんな説明をするよりも、第三者である方が行って説明

をするほうが、ご遺族もその結果を受け止めやすいとい

うところがありますので、この形でいくことは基本的に

賛成でございます。 

 居石先生のお話にありましたが、単に説明するという

よりも、ある意味で診断には参加する。私は、ご遺族を

交えてのＣＰＣを多くやってきましたので、そういう形

で透明性もきちんと公開して進めていくということにす

れば、少なくとも２泊３日の、いままでの全てを引受け

機関にお願いするという形よりも、スムーズに事が運ぶ

のではないかというふうに思っております。 

 

樋口座長 ありがとうございました。他に、いかがです

か。 

 

永井委員 ４月22日の前回のこの委員会のときに、この

件について意見を述べるはずだったのですが、話の内容

が変わったので話をしていないのですけれども、「被害者

側から見たときに、この提案そのものでは反対です」と

いうお話をしました。なぜ反対かというと、いままでの

議論のように、第三者機関をつくる気もない。第三者機

関をつくり、モデル事業がそこに継続してそこまで限り

なくやり続けるという、そのコンセプトがあって、これ

をやっていく。そして第三者機関ができたときにも、こ

のようなイメージの協働と、連携的なモデルをするとい

うこと。 

 そこが見えているならば賛成できるのですが、いまモ

デル事業が、それこそ先ほどの話のように、「来年までは

保証します」と厚生労働省はおっしゃるだけだったら、

この事業を本当にやり始めて失敗なり成功なりしても、

もしかしたら民主党が言ってる、院内事故調だけでいい

ではないかというふうになる恐れがある。そのために私

どもは反対だと言っています。 

 内容は、さっきいった前提がしっかりしていたら大い

に賛成していきたいと思っていますが、その前提がぜん

ぜん見えてない。そういうなかで、「たぶん僕らがそう言

っても、こういう案が出てくるんでしょう」と言って、

僕らに説明したと同じ案がきょうは出てきました。 

 僕は皆さん方に問いたいのですが、やはりここにおら
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れる先生方、とくにこの企画をした先生方が、自らの病

院が事故を起こしたときに、手を挙げていただくことが

最低限の条件だと思います。「なんでわしらがモデル事業

の配下に入って、そんなものに協力しなければならんの

だ」という病院もあるかもしれません。そういうなかで、

やはりこの事例を少しでも成功させるのは、ここにおら

れる先生方の医療機関で起こったことを積極的にこれで

やっていくのだという、その気構えがなかったら、僕は

成功しないのではないかと。 

 僕の会社時代のいろんな企画において、言う人とやる

人が違っていたら絶対に成功しないですよ。企画した人

が自らやるという信念を持ってやっていただけるのだっ

たら、ぜひそういうことでやるべきだと思うし、その連

携をどう深めるかということになると思いますので、そ

このところをそれぞれの皆さん方、意見のなかで九州の

ほうは賛成とか、黒田先生も賛成だとおっしゃいますが、

そうしたらその病院ではぜひ積極的に、こういう事例が

この１年なり２年で出るか出ないかわかりませんが、近

辺でそういうことが起こったときにも紹介して、この仕

組みでやってみようではないかというふうに、ここの先

生方が自らやらない限りは絶対できないと思っています

ので。 

 そこを踏まえて、ぜひやられるならやっていただきた

いし、新しい事例ということをいまいろんなところで言

われているようなので。僕はあまり、さっきの20例とい

うのを年間で目標にするよりは、しっかりした事例を、

お互いにやることがよかったという事例を、どう積み上

げられるかということにチャレンジしたほうがいいので

はないかなと思っています。 

 

樋口座長 ありがとうございました。 

 

黒田委員 永井さんのおっしゃる通りで、私どもは第三

者機関を目指していて、そのなかでいろんな選択肢をつ

くってということでやっておりまして、私自身もこの場

で発言をする以上、自分で実行しなければいけないとい

うことで自分でやってきたつもりでございます。現に私

どもの大学病院も愛知の地域代表の池田先生のおられる

愛知医科大学病院にモデル事業にお願いしたことがござ

います。ですから、やってるなかでどう円滑にいくか、

逆にいうと、私が今後関与できないという立場になるこ

ともありますので、そこで私はいつも強く言っているよ

うに、当然、第三者機関をつくるのは大前提で、大前提

のなかでどういう工夫をしていくかというつもりで、そ

ういう発言をしているつもりでございます。 

 

児玉委員 ちょっと勘違いをしているといけないので、

確認をしておきたいと思います。「２．解剖の実施につい

て」以下が今回行われるプロジェクトで、１のところが、

誰が申請できるかという医療機関の要件を定めたところ

というふうに、この資料は大きく２つに分かれると思っ

て読んでおります。それで、２以下のところが、今回の

調査分析協働モデルの性格を現しているところだと思っ

て、従来型と協働型が本質的にどこが違うのだろうかと

いうことが、どうもピンと来ないのですね。 

 要するに、外にあるか中にあるかということが本質的

に違うのだったら、院外調査委員会型と院内調査委員会

型とお書きになったほうがわかりやすいのではないか。

従来、協働していなかったみたいに言われるのも少し心

外で、ずっと協働してきたではないかと。現場との協働

なしでは一歩も進まなかったのがモデル事業のあり方で

すので、今回のがとくに協働だと思って読んでいくと、

とくに臨床評価の観点から読んでいくと、少し形が変わ

っているのであって、協働のあり様にはあまり変わらな

いなという理解をしているのですが、間違っていたらご

指摘をいただきたいと思います。これが１点です。 

 ２点目は、解剖というところがやっぱり違うのではな

いかという感じがいたしまして、結局のところ、はっき

りそう書いていない。私の見落としなのかもしれないで

すが、依頼してきた医療機関内で病理解剖をするという

ところが本質なので、要するに現場となった、依頼医療

機関病理解剖担当型という性質が本質なのだろうという

ことが、２以下で読みとれるように思います。 

 そうすると、どうも前の申請可能な医療機関の要件と

うまく合わないと。少なくとも、病理解剖という観点か

らは大きな違いがあり、臨床評価という観点からでは、

従前通り協働しているが少し形を変えていくということ

であれば、いちばん大きく変わるところは病理解剖の担

当者ですので、申請可能な医療機関の要件は、「病理解剖

が可能である医療施設」と最初に書くのが要件の本質な

のではないか。 

 逆に、専従の医療管理者がいても小さな病院はたくさ

んありますし、どうも①、②、③、④、⑤が、後ろの病

理解剖を現場の病院で担当するというところが本質的な

変化であるのと比較すると、どうも大変ファジーな部分、

つまり臨床評価の協働性というところを、どう信頼性を

担保するかということにこだわられた割には、いったい

どうしてこういう要件が出てきたのか。 

 すみません、たまには法律家っぽくものを言ってみた

い気がしまして。つまり、後ろのほうの実態から前のほ

うの要件をつくりだすときに、どうも論理的に考察され

た形跡が見られないので……すみません。どういう論理

のつながりなのか私がわからなかったので、ちょっとご

教示いただければと思います。 
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 理解の枠組みが、臨床評価、従前協働していたが、そ

れをさらに院内型に進めるということと、解剖というの

を院内解剖型に変化させることによってこの全体の骨格

ができていて、それを踏まえて立て位置、調査分析協働

モデル（仮称）の要件が出てくると。そういう構造のは

ずなのですが、というご質問です。よろしくお願いいた

します。 

 

鈴木委員 関連しているので一緒に。この企画を最初に

聞いたときに、従来型と比べて協働モデル型はなぜ必要

なのかという議論がされていないので、そこを明確にし

ていただきたいということを事務局にもお話ししたので

すが、そこで「資料５」、29 ページの「協働調査委員会

（仮称）の目的」というのが書かれていますけれども、

これ従来型に対比した形で目的が書かれていないんです

ね。これは、単なる事故調査が必要だということを言っ

ているだけなんですよ。 

 つまり、従来型──通常モデルと言いましょうか。協

働モデルと通常モデルというふうに、従来型と分けたと

きに、この２つがあって、どうして協働モデルが必要に

なったのかについては考え方は２つあると思います。 

 ひとつは、従来はぜんぶ機構のほうでやるので、重装

備なので解剖とか評価を少し軽量化していくと。言い方

は悪いですが、予算の関係もあるので少し安上がりにし

ようじゃないかという目的がひとつ、あり得ると思いま

す。 

 もうひとつは、つまりぜんぶ第三者機関、モデル事業

運営側でやられているので、警察との関係も気掛かりで

申込みにくいと。だから、院内事故調に機構が少し関与

するという形で、申込みしやすくすると。だから、どち

らも事業を拡大していくことについては共通ですけれど

も、そういう目的もあり得ると思います。そのどちらを

目指しているのかがよくわからないということになりま

す。 

 私は、たぶん病院にとって従来型は申込みしにくいの

で、院内事故調を少し外部を入れてやりやすくするとい

う形で、申込みを拡大するというところに、この最初の

企画があったのではないかと推測するのですが、違うの

であればまたおっしゃっていただきたいのですが。 

 そうなってくると、つまり申込み要件のある、申請可

能要件のある病院は従来型から排除されて、ぜんぶ協働

モデル型にいくことになるのではないかと思います。つ

まり、従来型を選ぶのか協働モデル型を選ぶのかは、申

込み病院に選択権があるのであって、こちら側に決定権

があるわけではない。もちろん、要件がなければだめで

すよ。一定の要件を満たした場合には、つまり協働モデ

ルでいきたいと病院がいって、「おたくは要件があります

か」といって、吟味したら要件がありますと。「では、協

働モデルでやってください」となりますね。 

 そうすると、遺族との関係もこれまた変わってくるわ

けですけれども、遺族に関しては、通常モデルは説明し

ないで協働モデルしかできませんと。この遺族への説明

書も、通常モデルのことは何も書いてないわけですね。

したがって、要件のある病院については、すべて通常モ

デルを飛び越えて協働モデルにいくことになるだろうと

思います。 

 もしそうではないというのであれば、通常モデルと協

働モデルがあって、それは同意のときに説明されて、協

働モデルで嫌ならば断れますよという選択権を与えない

と、遺族に配慮したことにはならない。しかし、協働要

件を達しているものについては、医療安全のレベルが一

定のレベルにあるので、あえて通常モデルの１から調査

型はやらないとこちらで決めているので、最初からそう

いう仕組みなんですということになれば、協働モデルの

要件のあるところについては、「協働モデルしかできませ

んよ」という説明から始まるというのは、あり得る選択

だと思います。 

 ご遺族は、モデル事業そのものも知らないという方が

多くいるなかで、いきなり協働モデルが説明されて、あ

とで通常モデルの事案を聞いたときに、「なんでうちは協

働モデルなんですか。通常モデルがやれるのだったらそ

っちをやってほしかった」という不満も、たぶん出るで

しょう。そういうことに対する配慮としては、冒頭に言

いましたけれども、この協働モデルがなぜ出てきたのか、

どういうコンセプトで設計したのかと。それによって、

この枠組みとして遺族との関係でどうなるのかというこ

とを、もうちょっと明確にしていただく必要があると思

います。 

 

樋口座長 ２人の法律家のコメントと質問ですが、これ

は、まず原さんに投げるということですか。 

 

原事務局長 なかなか厳しいご質問ですが、私たちが最

初にこれを考えたのは、いまこのモデル事業で結果報告

書などをつくっている先生方の負担が非常に大きいとい

うところと、それからこの症例が徐々に拡大されてきて

多くなってきた場合に、病理の先生、法医の先生の絶対

数からいって、いままでの従来型でぜんぶ対応できるか

どうかと考えた場合、もう少し院内事故調査委員会をサ

ポートするような形で、仕事の量をそちらの方にも肩代

わりしていただくような形で、ですから先ほど先生がお

っしゃった軽量化というほうがいちばん大きなファクタ

ーでありました。 

 それから、遺族の方に最初に説明するときに、従来型
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と協働モデル型と両方があって、その両方を説明して選

択権をはかるかどうかという点ですけれども、たぶんそ

うすると、ほとんどの方が従来型を選ぶだろうと私たち

は推測するんです。それで従来型をずっと続けていくと

いうのは、それはそれなりに意味があることだろうとは

思いますけれども、やはり最初に考えたことは、この院

内事故調査委員会を活用するような形のモデルを試して

みたいということがありましたので、まずこの病院はこ

ういう要件を満たしているので、こういう形の協働モデ

ルの院内調査委員会を主体にして、そこに第三者性を担

保した形でやっていきたいと。それを最初に説明したら

どうかと考えていて、必ずしもそこで従来型の説明をま

ったく省くというのは、難しいところだなと思っており

ました。 

 

児玉委員 軽量化という話もわかりますし、２以降を読

めば、より緊密に院内事故調を重視しながら、院内事故

調とそれから第三者的な診療評価の連携をはかられると

いう、その趣旨はくみ取っていて、その上でちょっと確

認をしておきたいのは、やっぱりここで、解剖はどこで

やるのかというところだけはすごくファジーになってし

まっていて、その位置づけがかなり本質的な違いになる

ので。 

 たとえば、監察医務院で解剖する場合についても協働

モデルでオーケーなのか、あるいは法医解剖にかわる承

諾解剖でもこの協働モデルでオーケーなのか、それとも

あくまでもその医療機関でご納得をいただいて、病理解

剖をしますということを前提にしての軽量化をしていく

モデルなのか。結局、臨床評価を院内にという流れと、

それから解剖をどこでやるのかというのは別の論点です

ので。大きな政策的な話を私はしているのではなくて、

病理解剖をやれる病院なのだったら要件のトップは病理

解剖なのではないですかという、そういう端的な質問で

すので、ちょっとご検討いただければと思います。 

 

原事務局長 これを考えていたときは、ほとんど大きな

病院、大学病院ということが私たちの頭にあったもので

すから、そういうところは当然、病理解剖が自院ででき

る能力もあるだろうということで考えていたものですか

ら、先生がおっしゃったようなことを最初に一言入れる

ということは、完全に頭になかったということです。病

理解剖を自院でやることが前提になっているということ

だったので、ちゃんと明記すべきでした。 

 

児玉委員 結局のところ、特定機能病院想定モデル、あ

るいは大学病院想定型というようなイメージはとてもよ

くわかるのですが、この１のほうの要件だと、必ずしも

そうでないものも含まれてくるので。ですから、申し上

げたのは全体のポリシーやフィロソフィーのことよりは、

むしろ技術的なことで、認可の思いを実現するスクリー

ニングのファクターを１で要件化するときに、結局のと

ころ自院での解剖なのか、よそでの解剖も入れるのかと

いう論点をきちんと入れながらということで、少しニュ

アンスが違うのではないかという違和感を申し上げたと

ころです。 

 

長崎委員 兵庫の２例目だったと思うんですけれども、

兵庫県を代表するような大病院で起こった事例でした。

ご家族のなかのキーパーソンが、「当該病院の関係者は解

剖から何から一切関与してもらっては困る」と言ったの

で、「なぜですか」と聞いたら、「一人でも入っていれば

遠慮が生じるだろう」と。実際に、その当該病院の関係

者を一切排除して評価をしましたところ、当該病院が２

名の外部委員を入れて評価した結果と、違う結果が出た。

反対の結果が出てしまったんです。そういうのもありま

すので、ご家族がまったく従来型を選べないようなシス

テムというのはまずいと思います。何らかの形でご家族

を見ながら、死亡調査医が判断したほうがいいですし。 

 

富野委員 ワーキンググループのディスカッションのな

かでは、この病院にある程度の不満というか、問題点が

あるから何かやってもらいたいという意見があるわけで

すね。ですから、１番の事例をもって、しかも自分のと

ころで解剖ができる、そういう病院がこういう話をしま

すけれども、それでも遺族が納得しない場合には、当然

それには該当しないというのが僕が言った意見です。何

でもかんでもこれだけというのはあり得ないということ

ですね。 

 

樋口座長 モデル事業という言葉自体がどうなのかとい

う意見も最近はありますけれども、なんであれモデルと

いうのは、柔軟でなくてはいけないということですよね。

現場を知っておられる方がこうやってワーキンググルー

プをつくって、一定の基準をつくっておられますけれど

も、そういったって現場は生き物で、実際の場に立ち会

うと、「このとき」という話になってきますよね。 

 だから、いまおっしゃっているように、特定機能病院

モデルということはイメージとしてはあるかもしれない。

しかし、初めからそれだけでということでなくてもいい

だろう、ぐらいの感じでいかないと。ただ、そうはいっ

てもイメージを共有しておくことは一方で大事なので、

好き勝手にというわけにはいかない。 

 やっぱり、ワーキンググループの方は専門家だからこ

れだけきちっとしたものを用意されていますけれども、
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実際に走り出してみると、こういう事例、あるいはこう

いう遺族に対してはまた別のと。それもまた将来への、

糧になるという言い方をすると当事者にとっては申し訳

ないような話かもしれませんが、そう思わないとやって

いけないかもしれないですね。 

 それから、さっきの永井さんのお話も本当にその通り

だと思うので、樋口というのはものすごいお人好しだと

いうふうにきっと思っておられると思いますが、とにか

く院内調査委員会もきちんとしてもらわないと困るとい

うことは、山口先生もずっと前から何度も言ってこられ

たことだし、それから誰が考えても、第三者機関をつく

って、あらゆる医療事故が第三者機関に持ち込まれてぜ

んぶやれるかといったら、それは絶対にあり得ないこと

ですよね。 

 それで、医療への信頼というのは、第三者機関も信頼

してもらわないといけないけれども、もともとの医療者

一人ひとりが信頼できる存在にならならいと意味がない

わけですから、そうすると医療機関を育てるためにも、

さっき児玉先生が言ってくださったように、いままでと

まったく違った話をするわけではないと。それはお人好

しだと思われそうですけれども、民主党がなんであれ、

他のところで院内調査委員会だけでやろうとか、いろん

なことを言っておられる人はいるかもしれませんが、「そ

れはそうだよね」とまず言ってあげて、しかし「院内調

査委員会はこのぐらいのものをやってもらわないと誰も

納得しませんよ」と。さっきの兵庫の事例でもそうだっ

たかもしれませんけれども、院内調査委員会にただやっ

てもらっただけでは、かえって拗らせるだけでね。 

 結局のところ、こういうことをやるためには第三者機

関がないと派遣ができないわけですから。だから、そう

いう形でこのモデル事業の中身をジワジワと拡げていく。

つまり、交替で民主党がなんだかんだと言うから、そう

いう人たちもいるからというので第三者機関性を薄めて、

とにかく院内調査委員会でお茶を濁す。つまり、誰でも

いいんですが、樋口もそうですけれども、永井さんがお

っしゃるように、利用されるのではないかと。私もそう

いうことは考えなくもないです。それはそうですが、こ

れだったら利用してもらってもいいというやつをやれば

いいというふうに、とにかく前向きに物事を少しでも進

めないと。 

 それから、黒田さんのところでは経験もおありになっ

て、そういうことだってあり得るよということもおっし

ゃってくださっているから、とにかくやってみて、「やっ

ぱり樋口さん、ぜんぜんだめでしたね」と永井さんに言

われたら、謝りますよ。人がいいだけではだめだなと。

これから人が悪くなるようにしますから (笑) 。 

 いろんな要件について、これだけきちっとしてはいる

ようだけれども、まだ少し疑問がある。要件と効果につ

いての少し齟齬もあるということもあるとは思いますけ

れども、こういう方も含めて、実際にこれをやってみて、

医療機関が「これだったらやるよ」というところが本当

に出てくるのか。 

 それから、ここでの第１と書いてあるところは、立派

な病院を想定しているわけですよね。この要件ぜんぶい

るのかどうかも、私なんかには本当は判断できませんが、

他のところも近づけるような話をつくってくださいとい

う方向へ持っていくというんですかね。だから、この要

件で縛ってしまってあまりということでなくて、とにか

くモデル事業を広めていかないといけない。ただ、粛々

と同じことだけをしているだけでは、じり貧というんで

すかね。先ほどから言ってる、展望が開けなくてみんな

がただ疲れると。それはいかんと思いますのでね。 

 こういう形で、民主党案に乗った振りをして、それを

利用するぐらいの神経でいないと、いいことはきっとで

きないと決めて。それに、児玉さんがおっしゃったよう

に、そんなに違う話ではない。解剖の現場をどこにして

誰が解剖をするかというのは、きっと解剖の専門家から

すると本当に大きな違いがあるのかもしれませんけれど

も、それにチェックをはかるようなシステムをこれだけ

二重、三重で入れているわけですので、こういう形で少

しやらせていただきたいということで、よろしいでしょ

うか。 

 

永井委員 多くの事故の被害者で問題になってくるのは、

やはり事故が起こる前からのことが多いんですよね。と

くに事実関係などが、事故が起こったときにそれまでの

説明と違った説明をされるとか、事故が起こる前からあ

る意味での医療者に不信感があったと。そういうなかで

事故が起こったときに、多くの人は解剖までというふう

に本当は考えない。解剖までするというのは大変なこと

だと考えて、解剖の事例にならないのですが、やはり解

剖をしようというときには、やはり「この病院で解剖し

てもらっては」といって、違う病院で解剖してほしいと

いうことをほとんどみな思うんですよ。 

 そういうことが多いなかで、しっかりした調査と、そ

ういうことができるための仕組みが、さっき児玉さんも

おっしゃったように、解剖をその病院でしたことが協働

モデルの前提になるということだけにしておいたら、や

やこしいのではないかと。本来は解剖は違うところでや

ってもらって、その評価をというのを入れてもいいので

はないかという気もするんですけどね。そこのところは、

とくに被害者のほうから見ると、よほどでない限りしな

いし、僕の事例のときでも、「永井さん、同じ病院でよく

病理解剖してもらいましたね」という人が結構いました
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ね。そういうものですよ。 

 

樋口座長 ありがとうございました。 

 

黒田委員 樋口先生もおっしゃった、骨子に関わること

ですが、私は民主党案でいちばん引っ掛かっているとこ

ろは、要するに外部委員を入れた院内事故調でもいいん

ですが、少なくとも、解剖してそこはクリアーしている

ということがあれば、あと調べようはいくらでもあるん

ですよ。いちばん心配しているのは、そこまで到達でき

ずに司法解剖に回ってしまうことを私はいちばん懸念し

ているのです。 

 きょうは警察庁の方は来ておられないのでこの前と同

じような質問はできませんけれども、やっぱり各都道府

県に少なくとも支部の事務局みたいなものがあって、そ

こを介してこういうものでやっていくのだということを

きちんと国民が理解して、司法解剖にまわってしまい、

開示ができないようなことにはならないということにし

ていただければ、あとは院内事故調から始めても、どこ

かに事実は残りますのでね。 

 少なくとも、解剖されているということが非常に重要

なので、そこは最初からあまり間口が小さくなってしま

うと、私もこれだけ長くやってきて、はっきりした型の

できている重装備でやることも大事だと思いますけれど

も、きちんとした事例を検討して、それを国民にきちん

と公開することが最も大事だと思いますので、私も永井

さんの気持ちも十分理解しているつもりで発言している

のですが、少なくともこの流れのなかにはまらなくても

司法解剖にまわることのないように、どうしてもしてい

ただきたい。それを強くメディアが発信していただいて、

正しい評価を医療界はしようとしているんだということ

を国民にもっと強く認識していただきたいし、そうした

いと思っております。 

 

松本委員 ワーキングの一人で、とくに解剖のところを

検討させていただきました松本でございます。いま黒田

先生がおっしゃったように、いかにスムーズに解剖する

かということを私たちは考えまして、永井さんがおっし

ゃる通り、確かに第三者機関で解剖する、別の場所で解

剖するのがベストだろうと。ただ、それまでにはいまこ

のモデル事業、140 例近く受け付けていますけれども、

かなり解剖までは数段階かかっていて、その結果、ご遺

族のなかには「やっぱり解剖はいい」ということを私ど

もは経験しています。それでしたら、当該機関で解剖す

る方法もあってもいいのではないかと。 

 ただ、いちばん懸念されることは、当該医療機関の解

剖する方が、たとえば当該医療機関にありますので当該

医療機関の方針に従わなければいけない。あるいはその

後、しっかり解剖したんだけれども、その診断を当該医

療機関の方針に従って変えないといけないということだ

けは、守ってあげないといけないということで、ここに

指定させていただいた通り、こちら側から派遣をして、

その方が、確認するという表現が先ほど指摘されました

けれども、やはり認定・承認すると。 

 第三者性を保つということであれば、黒田先生ご存じ

のように、病理の先生方というのはかつては医者のなか

の医者であると。医師のなかの医師であるということで、

常に第三者性をもって解剖されるということはあります

ので、その点は担保されるのではないかと思っています。 

 先ほど出ましたけれども、いかにスムーズに解剖して

死因を明らかにするかと。原事務局長からはお話はあり

ませんでしたけれども、最初にあがってきたのは、たと

えば画像診断だけでこのままモデル事業ができるのでは

ないかということも、じつはこの協働モデルのなかにあ

りました。ただ、やはり私たちとしては、解剖しないと

細かいところがはっきりしないのではないかと。これは

内科の富野先生も外科の國土先生も、やはり解剖ありき

であるということでワーキングのなかでは一致して、今

回こういう形になっています。それは児玉先生にご指摘

いただいたように、おかしくなっているのはそういう点

があるかと思います。 

 

山口委員 私もワーキングに参加させていただきました

ので一言述べさせていただきます。相談事例で、なかな

かこのモデル事業に入らなかった事例のなかに、やはり

解剖がネックになっている事例はかなりありまして、そ

れもわざわざまたどこかに運んでやることに抵抗がある。

片方で、「絶対にここの病院でやりたくない」という極端

なものももちろんありますけれども、「ここでサッと解剖

ができるなら、ここでやって帰りたいけれども」という

のもまたもうひとつありますので、その意味ではモデル

事業に入れる人たちの間口を拡げるという意味合いは、

当然あるというふうに思います。 

 もうひとつ、院内で事故調査をやるという形になって

いますけれども、やはりしっかりと中央の審査委員会が

あって、それでレビューをちゃんとするということは、

院内の事故調査委員会だけでやっているという話とはま

ったく違う話ですので、このこともよくご説明して、そ

れでも尚かつ「絶対にこの病院のなかでやったら納得が

いかない」という方は、もうひとつ外でやることも当然

考えに入れればいいというふうに思います。 

 院長が何か言ったら病理の人の判断も変わるか、私も

いろいろ病理の方を見ましたけれども、臨床の人が何か

いって病理の人が意見を変えたという話は聞いたことも
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ありません。院内の医者の世界では、病理の先生という

のは臨床家と違って、それなりに「これはこうだ」と決

めたら、むしろなかなか変わらないという存在であるの

で、実際に院内の病理の人が圧力に屈して判断を変える

というのは、普通はかえってないような話だと思います

が、それが外から第三者の立会医が来て、そして最終的

にその院内での事故調査の結果を、さらに中央の審査委

員会でもう一度再チェックするというシステムであれば、

それなりにより多くの方にご理解いただいて、このモデ

ル事業に参加いただけるのではないかと。 

 そういうなかでも問題はいろいろこれからあるでしょ

うけれども、そういう形で間口を拡げて、また片方で院

内の自分たちで事故調査をやる体制を支援していくとい

うことの意味で、やはりもう一歩踏み出して新しい試み

をまずは始めてみて、また問題があったら検討するとい

う、樋口先生が言われたようなスタンスがよろしいかな

と思いますので、ぜひ進めていただきたいと思います。 

 

樋口座長 司会の不手際で、時間を超過しておりますが、

ここでの議論を終息させておこうと思います。細かな点

もありますが、私がうっかりしていたところでまず確認

です。第１点としては、解剖の重要性ということが重視

されていて、いろいろ議論がありました。ここにはこう

書いてありますけれども、先ほど富野先生もおっしゃっ

ていただいたように、基本的には病理、もしくは法医が

立ち会うような形。それが各地域で実際にできるかどう

かが課題になるということですね。 

 それから２つ目に、後で調査委員会ができますね。そ

こへ外部委員としてこちらから何人か行くときに、解剖

立会医が調査委員会での議論に参加できる、つまり外部

委員として参加できることが望ましい。しかし、それも

また実際に立会医の方の忙しさ等があるから、望ましい

というぐらいの話かと思っておりますが、少なくとも第

３点としては、いちばん最初の委員会だけには立会いを

した人も出ていただいて、解剖の話から始まると思いま

すから、そこには何らかの形で、外部委員でなければオ

ブザーバーという形で、とにかく立会医はそこまでの責

任を果たしていただくようなことを考えていくと。 

 それから、この名称についても少し議論があるようで

すが、ここで名称はどうのこうのと、いまの通常型と協

働型とか、あるいはいままでの通常型だって協働してい

たではないかというご意見もあるので、どうしようかな

と思っていますが、言葉はだんだんに確定していくだろ

うと。本当は説明しにくいかもしれませんけれどもね。

きょう、協働モデル型とか協働調査型ということで出て

いますから、そういう言葉でわかりやすく現場では説明

していただければと思いますが、はっきり名前を決める

必要があれば、次の会にでもということにします。 

 それから、さっき居石さんからもおっしゃっていただ

いたのですが、この関係は資料が本当はそうとうありま

すよね。きょう、パッと見ていただいてというわけには

いかなかったと思います。これについて、たとえば帰り

の飛行機等でも見ていただいて、申し訳ないですがご意

見があったらメールをまたいただいて、こちらのほうも

適宜、修正していくという形で始めていきたいと思いま

すが、なかなか始めるのもきっと大変で、その点、原事

務局長、いかがですか。 

 

原事務局長 実際、地域代表の方々には本当にご苦労を

おかけすると思いますけれども、各地域で申請可能な医

療機関を最初にまずリストアップしていただいて、そう

いうところに事前に説明をしていただけると、本当に助

かります。 

 それから、先ほどお話があった解剖の立会医のリスト、

選出方法を、各地域で決めていただきたいと思います。

それから、中央事務局のほうでは、協力学会の代表者の

方々に、この協働モデルに関してきちんとした説明会を

開催していく予定であります。 

 

樋口座長 ありがとうございました。それでは、次の議

題に移ってよろしいでしょうか。 

 

鈴木委員 さっき僕が言いました、通常モデルは遺族に

説明しないんですね。説明しないのであれば、通常モデ

ルには移行しないということですね。通常モデルの選択

の余地はないというシステムなんですね。そうであれば、

そう説明すべきだと思うんですよ。 

 

松本委員 そうではありません。 

 

鈴木委員 そうでないとすると、通常モデルと協働モデ

ルがあって、こういう要件の整っている病院については、

できる限りこちらとしては協働モデルをお薦めしたいと

いうことで、最終的に「協働モデルでは嫌だ。通常のを

やってください」というところは通常のほうに移行する

という余地を、残すべきだと思うんですね。 

 

松本委員 おっしゃる通りです。 

 

樋口座長 ただ、病院のほうも合意しないといけないか

らというのは、言うまでもないことですけれども。 

 

鈴木委員 ええ、そうです。だから、病院のほうにも通

常モデルと協働モデルがあってという説明をして、それ
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でモデル事業側としては、このような場合には協働モデ

ルをお薦めしたいと。しかし、ご遺族の了解が得られな

ければ通常モデルに移行することもありますということ

を、病院側にもご説明しないといけないと思うんです。 

 

松本委員 おっしゃる通りです。 

 

居石委員 もしもそれだと、説明文も合体していくほう

が、現場としても理解がしやすいですね。だから、同意

書は当然、相手の方法についての説明も受けたといった

項目も入るという意味になりますね。そのほうが、私ど

も現場は大変フォローがしやすいです。 

 

永井委員 私の理解では、患者側から申請しても病院側

が拒否したら、モデル事業は使わないというふうになっ

ていると思いますけれども、そこのところはいまの話で

いったら、矛盾になってこないかなと。通常モデルのな

かに、患者側からどうしてもという申請があったときに、

僕は新たな試行としては、これよりも前に患者側からや

ったものをモデル事業で受け付けてほしいというのは、

常に僕らのお願いとしたんですが、そこがどうなってい

るかがはっきりしていないですけれども。 

 

鈴木委員 法律がないので、いわゆる強制解剖もできな

いので同意が必要になると。それから、病院側も強制す

ることはできないと。だから、推奨とか説得というレベ

ルではできますけれども強制することはできないという

ことなので、両者が一致しなければだめだということで

すけれども、ご遺族から申込みがあったときは限りなく

当該病院に申込みをするようにやってるわけですよね。

それが限度だと思うので、だからこそ法律が必要なわけ

で、解剖も強制的な解剖ができるように、本来はすべき

だと僕は思うんですけれども。いわゆる行政解剖ですよ

ね。 

 

山内委員 新潟地域の山内です。いま永井さんが指摘さ

れた、ご家族が希望されて病院側が拒否という場合は、

これは病院の側に我々が説明するときに、病院が拒否し

た場合は警察が入って司法解剖しかありませんよという

形で、選択肢で司法解剖かモデルかという形で、大部分

のところはモデルのほうに選択が移るだろうと思います

ので、病院の同意がなければできないですけれども、実

際、それを拒否したら逆に自分たちはマイナスというふ

うに我々は考えていますので、そこで解剖が消えるとい

うことはないだろうと思います。 

 もうひとつは、いまの協働の話ですが、入口で振り分

けするという方向でいま話が進んでいるので難しいので、

むしろ目安として、解剖が終わった時点、もしくは少し

結果がまとまった時点で、どちらを選択できるか。従来

のモデルの評価委員会にするか、院内での評価というも

のを中心にするかですね。協働型というのは、解剖が終

わった後で中身を見てから、病院ではなくて、この事例

だったら院内調査の検討で十分に評価してもらえるとい

う事案であれば、どんどん院内調査に流れると思います

し、これはそういう病院だけれども、きちんと第三者的

な評価委員会が必要だと病院側なり家族が考えたら従来

になるということで、むしろ選択のところは、解剖が終

わった時点ぐらいで２つの道に分かれるというほうが、

かえってスムーズにいくかなと。最初のところで、従来

のものがなくて大きな病院は協働型しかないというふう

に誤解されるのが、かえって進む方向としてはまずいか

なと思います。 

 

樋口座長 確かにそれはそうですが、さっきから児玉さ

んが言ってる、解剖をどこで誰がやるかというところが

大きいということになると、解剖が終わってからどちら

かへというわけにはなかなかいかないのだろうと思いま

す。将来的にいろんなパターンが出てきたときに、こち

らでやった解剖だけれども、解剖をやった結果としては

院内調査委員会で外部委員を入れてちゃんとやってくだ

さいよという形で、そちらへお任せするというパターン

も当然、出てきていいのでね。山内先生のご示唆は、拡

がっていくといいという話だろうと思います。 

 

山内委員 その点で、このモデルが５年プラス２年で終

わるということで、解剖のシステムが法医と病理と臨床

立会いというのが来ているんですけれども、それは今後、

これからしばらく時間がたつのであれば、モデルの本体

のほうの解剖の要件が、果たして法医が必ず入らなけれ

ばいけないかどうか、その点のところも見直しになって、

そうすればいま言われている協働のパターンというもの

も含めて、モデルの解剖の受け皿になり得るということ

で、むしろ協働でいま提案されているようなパターンも、

オプションのなかでモデルの解剖のなかにあり得るとい

うことが認められれば、それもひとつの選択だろうと思

います。 

 もうひとつ、37ページの構成委員があるんですけれど

も、評価委員会のときに、こういう協働でやるのであっ

たら、担当した病理の先生が委員になると。いちばん解

剖の所見に詳しいのは外部委員とか立会医ではなくて解

剖担当医だと思いますので、内部委員とはいうものの、

最低限解剖担当医の方が入るほうが、評価委員会として

はスムーズに話が進むかなと思います。 
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樋口座長 それでは、この調査分析協働型というのも走

り出してみるということだけを了解していただいて、い

ま山内さんのお話も含めて、ご意見は継続的にもちろん

原さんのところで受け入れて、こういうご意見もありま

すということを各地域にまた。そして、現場の反応を見

ながら考えていく他はないのかなと思っております。 

 それで、残りの時間をスピードアップして、申し訳な

いですが、広報活動の充実についてというところも一言

だけ、岩壁さん、どうぞ。 

 

岩壁次長 それでは、簡潔にご説明させてもらいます。

皆さんのお手元のほうに「事業実施報告書」が配付され

ておりますが、それにつきまして説明したいと思います。

まず、広報の実績ですが、72ページに全国 10地域の実

績が書かれております。字が細かくて大変恐縮ですが、

後でご覧になっていただきたいと思います。 

 それから、60ページですが、岡山と愛知でアンケート

調査を実施しました。その結果につきまして書かれてお

ります。両地域とも、数年間に渡りまして広報活動を実

施しても、モデル事業につきましては十分理解されてい

るとは言えない結果になっております。その結果、事務

局としても全国あげて粛々と広報活動を本年も進めるわ

けですが、一応事務局としては、樋口先生の後ろに掲げ

ておりますポスターを作成し、国民向けの周知をはかる

ところでございます。今年度の広報につきましては、皆

さんからまたご提案があればお願いしたいと存じます。 

 

樋口座長 ありがとうございました。その他、「資料６」

と「資料７」が付いているわけです。「資料６」は、解剖

後のプレパラートや臓器についての保管状況を適切にす

るため、東京大学の深山先生と高澤先生のご協力で様式

がつくられております。これは非常に重要な問題だと思

います。 

 それから、「資料７」ですけれども、これも報告様式の

変更というのがあるので、後で見ていただくことにして、

あと２つですが、永井さんから情報提供と、それから非

公開の事例の話に移りたいと思います。永井さん、よろ

しくお願いいたします。 

 

永井委員 いまから資料をお配りしますが、私たちは７

月26日に参議院会館で院内集会を行い、厚労の委員他、

関心のある議員に来ていただいて、医療事故の第三者調

査制度の構築と院内事故調査制度の法制化を求める院内

集会を行います。これにつきまして、きょうお願いは、

いちばん最初に書いていますが、やっぱり第三者機関と

いうのは重要だと。きょう黒田先生もおっしゃっていた

だきましたが、こういうところにモデル事業の運営委員

会のメンバーだということでご参加いただくのは無理か

と思いますが、１人でも２人でも先生方が来ていただい

て、いま重要なことはこれを法制化することだというこ

とを、一人でもおっしゃって応援演説していただける人

がおったらありがたいと思って、我々の院内集会につい

てのご案内をここで出させていただきました。 

 私どもとしては、いまの政府に頼んでもぜんぜんどう

しようもならないので、議員立法で動かせないかという

ことも含めて、これから動いていきたいと思っています。

そういう意味では、ぜひ皆様方のご支援をお願いしたい

ということで、きょうはお時間をいただいて資料も提出

しました。よろしくお願いします。 

 

樋口座長 ありがとうございました。それでは、ここか

らごく短い時間にしないといけないと思いますが、新し

く提起された事例について具体的な話をということなの

で、傍聴の方は申し訳ないですがご退席いただきたいと

思います。 

                   

 



 

 

資料 ２ 

 

理事会・臨時社員総会報告 

１）定款               p.1 

２）社員の加入について        p.13 

３）平成 24年度事業運営に係る負担案  p.14 

４）事業方針             p.15 

平成 24年度事業計画案 

平成 24年度予算概要案 
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定  款 
 

          

 
                作成（制定）     平成 22 年 3 月 25 日 
                             法人設立       平成 22 年 3 月 26 日 
              一部改正       平成 23 年 10 月 11 日 
  

 
 第１章   総 則 
 
（名称） 
第１条  当法人は、一般社団法人日本医療安全調査機構 と称する。 
   
（事務所） 
第２条  当法人は、主たる事務所を東京都港区浜松町二丁目３番２５号に置く。 

２ 当法人は、理事会の議決を経て、従たる事務所を必要な地に置くことが

できる。 
 
（目的） 
第３条  当法人は、診療行為に関連した死亡について原因を究明し、適切な対応策

を立て、医療の質と安全性を高めていくとともに、評価結果を患者遺族及

び医療機関に提供することによって医療の透明性の確保を図ることを目的

とする。 

 

（事業） 
第４条  当法人は、前条の目的を達成するために次の事業を行う。 
  （１）診療行為に関連した死亡の調査分析 
  （２）上記に掲げる事業に附帯又は関連する事業 
 
（公告の方法） 
第５条  当法人の公告は、官報に掲載して行う。 
 
（機関の設置） 
第６条  当法人には、次の機関を置く。 
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（１）社員総会 

（２）理事会 
（３）監事 
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 第２章   社 員（構成員） 
 
（社員の資格） 
第７条  当法人の目的に賛同するとともにこの定款を承認する医師を中心として組

織された学会及びその他関係団体を当法人の社員とする。 
 
（入社） 
第８条  当法人の社員になろうとする者は、理事会の定めるところにより申込みを

し、その承認を受けなければならない。 
 
（経費の負担） 
第９条  社員は、当法人の目的を達するため、それに必要な経費を支払う義務を負

う。 
２ 既納付の経費については、その理由の如何を問わず、これを返還しない。 

 
（退社） 
第１０条 社員は、いつでも退社することができる。但し、１か月前までに当法人に

対して、退社の予告をしなければならない。 
   ２ 前項の場合のほか､社員は、次に掲げる事由により退社する。 
  （１）総社員の同意 
  （２）社員たる学会及びその他関係団体の解散・消滅 
  （３）除名 
 
（除名） 
第１１条 当法人の社員が、当法人の目的若しくは利益に反するような行為をしたと

き、又は、社員としての義務に違反したときは､社員総会の決議により除名

することができる。この場合の決議は、当該社員を除く出席社員の全員一致

によるものとする。 
 
（社員名簿） 
第１２条 当法人は、社員の名称及び主たる事務所を記載した名簿を作成し、主たる

事務所に備え置くものとする。 
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  第３章   社員総会 
 
（社員総会） 
第１３条 社員総会は、定時社員総会及び臨時社員総会とし、定時社員総会は、事業

年度末日の翌日から３ヶ月以内に招集し、臨時社員総会は以下の場合に招集

する。 
（１）理事会が必要と認めたとき 
（２）社員総数の５分の１以上から会議の目的を記載した書面により招集の請

求があったとき 
 
（社員総会の権限） 
第１４条 社員総会は、法令に定めるもののほか、以下の事項について決議し、又は

報告を受ける。 
  （１）定款の変更 

  （２）解散及び合併 

  （３）活動計画及び収支予算並びにその変更 

  （４）活動報告及び収支決算 

  （５）役員の選任又は解任、職務及び報酬 
  （６）分担金の額 

（７）借入金その他新たな義務の負担及び権利の放棄 
  （８）事務局の組織及び運営 

  （９）その他運営に関する重要事項 

 
（招集） 
第１５条 社員総会は、代表理事がこれを招集するものとする。 

２ 代表理事は、第１３条第１項第２号の規定による請求があったときは、そ

の日から１か月以内に臨時総会を招集しなければならない。 

 
（招集通知） 
第１６条 社員総会を招集するには、会議の日時、場所、目的及び審議事項を記載し

た書面又は電子メールにより、会日より２週間前に各社員に対して、その

通知を発することを要する。 
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（決議の方法） 
第１７条 社員総会の決議は、法令及び本定款に別段の定めがある場合を除き、総社

員議決権の過半数の社員が出席し、出席社員の議決権の過半数をもって、

これを決する。 
 
（議決権） 
第１８条 社員総会において、社員は各１個の議決権を有する。 
 
（議長） 
第１９条 社員総会の議長は、代表理事がこれに当たる。代表理事に事故があるとき

は、予め理事会の定める順序により、他の理事がこれに代わる。 
 
（書面による議決権行使） 
第２０条 社員総会に出席しない社員は、予め通知された事項について書面をもって

議決権を行使し、又は、他の社員を代理人として議決権行使を委任するこ

とができる。 
   ２ 前項の規定により書面をもって議決権を行使した社員は、第１７条の規

定の適用については出席したものとみなす。 

   ３ 総会の議決について、特別の利害関係を有する社員は、その議事の議決に

加わることができない。 
 
（議事録） 
第２１条 社員総会の議事については、議事録を作成し、これに議事の経過の要領及

びその結果を記載し、議長及び出席した理事がこれに記名押印しなければ

ならない。 
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第４章   役 員 
 

（理事及び監事） 
第２２条 当法人に、次の役員を置く。 

（１）理事３名以上１５名以内 
（２）監事２名以内 
２ 当法人の理事並びに監事は、社員総会の決議によって選任する。 
３ 前項の理事には、次の職務にある者を含むものとする。 

（１） 日本医学会 会長 
（２） 社団法人日本内科学会 理事長 
（３） 社団法人日本外科学会 理事長 
（４） 社団法人日本病理学会 理事長 
（５） 特定非営利活動法人日本法医学会 理事長 

  （６）当法人運営委員会 委員長 
  （７）社団法人日本医師会 担当理事 
  （８）社団法人日本病院会 会長 

４ 当法人に理事会を置く。理事会は、すべての理事をもって構成する。 
   
（任期） 
第２３条 理事の任期は、選任後２年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関

する定時社員総会の終結の時までとし、監事の任期は、選任後２年以内に

終了する事業年度のうち最終のものに関する定時社員総会の終結の時まで

とする。 
２ 任期満了前に退任した理事の補欠として、又は増員により選任された理

事の任期は、前任者又は他の在任理事の任期の残存期間と同一とする。 
３ 任期満了前に退任した監事の補欠として選任された監事の任期は、前任

者の任期の残存期間と同一とする。 
 
（代表理事） 
第２４条 理事会の決議により代表理事１名を定める。 

２ 代表理事は、当法人を代表し、法人の業務を統轄する。 
 
（監事） 
第２５条 監事は、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律第９９条の職務を行

う。 
２ 監事は、理事会に出席し、必要があると認めるときは、意見を述べなけれ

ばならない。 
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（解任） 

第２６条 理事又は監事が次の各号の１に該当する場合には、社員総会の特別決議

により、これを解任することができる。 

  （１）心身の故障のため、職務の遂行に堪えないと認められるとき 

  （２）職務上の義務違反その他役員としてふさわしくない行為があったとき 

２ 前項の規定により理事若しくは監事を解任しようとする場合は、決議の

前に当該理事らに弁明の機会を与えなければならない。 
 
（役員報酬） 
第２７条 理事及び監事の報酬は、それぞれ社員総会の決議をもって定める。 
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第５章 理事会 

 

（理事会の構成及び権限） 

第２８条 当法人に理事会を置く。 

２ 理事会は、すべての理事をもって構成し、次の事項を審議決定する。 
   （１）規則の制定、改正及び廃止 
   （２）社員の入社の承認 
   （３）社員総会の招集及び開催場所の決定 
   （４）代表理事の決定 
   （５）運営委員の委嘱 
   （６）前各号のほか代表理事が必要と認めて付議した事項 

 

（理事会の種類） 

第２９条 理事会は、定例理事会及び臨時理事会とし、定例理事会は、毎事業年度に

つき４回以上これを開催し、臨時理事会は、必要に応じて開催する。 
 

（招集） 

第３０条 理事会は、代表理事が招集する。 

２ 代表理事が欠けたとき又は代表理事に事故があるときは、各理事が理事会

を招集する。 

 

（決議） 

第３１条 理事会の決議は、決議について特別の利害関係を有する理事を除く理事の

過半数が出席し、その過半数をもって行う。 

２ 前項の規定にかかわらず、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律第

９６条の要件を満たしたときは、理事会の決議があったものとみなす。 

 

（議事録） 

第３２条 理事会の議事については、法令で定めるところにより議事録を作成する。 

２ 出席した理事及び監事は、前項の議事録に署名又は記名押印する。 
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 第６章   運営委員会 
 
（運営委員会） 
第３３条 当法人に理事会の諮問に応じ、診療行為に関連した死亡の調査分析事業の

運営に関する審議、検討を行うことを目的として、運営委員会を設置する。 
 
（検討事項） 
第３４条 運営委員会の検討事項は、下記のとおりとする。 
（１） 当該事業を実施する上で必要な体制、業務内容、手続き、評価等の運営方法

に関する事項 
（２） 当該事業の情報の取扱い方法や事業実績の公開に関する事項 
（３） 当該事業に関する対外的な対応に関する事項 
（４） その他、当該事業の運営に伴って生じる諸課題に関する事項 
 

（組織等） 
第３５条 運営委員会は当機構を社員である社団法人 日本内科学会、社団法人 日

本外科学会、社団法人 日本病理学会、特定非営利活動法人 日本法医学会

のそれぞれの代表者、医療関係者、法律家及びその他有識者で構成する。 
   ２ 運営委員会に委員長を置く。 
   ３ 運営委員会は原則公開とし、個人情報を扱う際は非公開とする。 
 
（ワーキング部会） 
第３６条 第３４条に定める検討事項の一部を検討するため、ワーキング部会を設置

することができる。 
   ２ ワーキング部会の運営に関する規程は、理事会もしくは運営委員会の承認

を得て別に定める。 
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 第７章   資 産 
 
（構成） 

第３７条 当法人の資産は、次の各号に掲げるものをもって構成する。 

  （１）分担金 

  （２）寄付金品 

  （３）財産から生じる収入 

  （４）活動に伴う収入 

  （５）その他の収入 

   
（管理） 

第３８条 当法人の資産は、当法人が管理する。 
 
 
 第８章   会 計 
 
（事業年度） 
第３９条 当法人の事業年度は、毎年４月１日から翌年３月３１日までの年一期とす

る。 
 
（計算書類） 
第４０条 代表理事は、毎事業年度、次の書類及び附属明細書を作成して、監事の監

査を受け定時社員総会に提出し、（３）の書類についてはその内容を報告し、

（１）、（２）及び（４）の各書類については承認を求めなければならない。 
（１）貸借対照表 
（２）損益計算書 
（３）事業報告書 
（４）剰余金の処分又は損失の処理に関する議案 
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 第９章   定款変更 
 
（定款変更） 
第４１条 当法人が定款を変更するには、社員総会の特別決議によらなければならな

い。 
 
 
 第１０章  解 散 
 
（解散の事由） 
第４２条 当法人は、次に掲げる事由により解散する。 
  （１）社員総会の決議 
  （２）法人の合併 
  （３）社員が欠けたとき 
  （４）法人の破産 
  （５）解散を命ずる判決 

２ 前項第１号の事由によりこの法人が解散するときは、社員総会の特別決

議によらなければならない。 
 

（法人の継続） 
第４３条 前条第１項第１号の場合においては、清算が結了するまで、社員総会の特

別決議をもって法人を継続することができる。 
 
（解散登記後の継続） 
第４４条 当法人は、解散の登記をした後であっても、前条の規定に従って、法人を

継続できる。 
 
（合併） 
第４５条 当法人を合併するには、社員総会において、社員総会の特別決議によらな

ければならない。 
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 第１１章  清 算 
 
（清算方法） 
第４６条 当法人の解散の場合における法人財産の処分手続・方法は、社員総会の決

議をもってこれを定める。 
２ 清算人の選任及び解任は、社員総会の決議をもってこれを決する。 

 
（残余財産の帰属） 
第４７条 当法人の残余財産の帰属は、第３条に定める当法人の設立目的に添って、

総社員の議決権の３分の２以上の議決権を有する者の賛成を得た社員総会の

決議をもってこれを定める。 
 
 
 第１２章  雑 則 
 
（細則） 

第４８条 本定款の執行について必要な規程・細則等は、理事会の議決を経て、代表

理事がこれを定める。 
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                     社員の加入について

学会名 会員数 　社員加入状況

1 日本内科学会 99070 　　　　　○

2 日本外科学会 38927 　　　　　○

3 日本病理学会 4100 　　　　　○

4 日本法医学会 1331 　　　　　○

5 日本医学放射線学会 8336 　　　　　○

6 日本小児科学会 19964 　　　　　○

7 日本皮膚科学会 11422 　　　　　○　

8 日本精神神経学会 14555 　　　　　○

9 日本整形外科学会 22460 　　　　　○

10 日本産科婦人科学会 15625 　　　　　○

11 日本眼科学会 14114 　　　　　○

12 日本耳鼻咽喉科学会 10617 　　　　　○

13 日本泌尿器科学会 7700 　　　　　○

14 日本脳神経外科学会 8600 24／3理事会後提出

15 日本麻酔科学会 11075 　　　　　○

16 日本臨床検査医学会 3200 　　　　　○

17 日本救急医学会 10369 　　　　保留

18 日本形成外科学会 4307 　　　　　○

19 日本リハビリテーション医学会 9774 　　　　　○

【計315546】

　◆外科サブスペシャリティ

日本消化器病学会 日本胸部外科学会

日本肝臓学会 日本呼吸器外科学会

日本循環器学会 日本消化器外科学会

日本内分泌学会 日本小児外科学会

日本糖尿病学会 日本心臓血管外科学会

日本腎臓学会

日本呼吸器学会

日本血液学会

日本神経学会

日本感染症学会

日本老年医学会

日本アレルギー学会

日本リウマチ学会

◆内科サブスペシャリティ
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平成２４年度 事業運営に係る負担案について 

 

 
 平成 17 年にｽﾀｰﾄした「診療行為に関連した死亡の調査分析事業」は、現在ま

で全額国からの補助金で賄われている。 
 最近の国を取り巻く厳しい環境の中、平成 23 年 6 月 13 日に開催した第 2 回

理事会では、「診療行為に関連した死因の調査分析機関としての自律性を持った

組織」を、現行法の下で、医療界の全面的協力を得て目指していく方針が確認

された。 
また厚生労働省からの補助金に加え、医療界としての自律的財政基盤を検討

していくこととなった。 
 従って、平成 24 年度を初年度として、今後の事業推進について自律的財政基

盤の強化を図るため下記の考えに基づき、別添のとおり運営費負担案を策定し

た。 
 
 
記 

 
厚生労働省の平成 24 年度予算要求額は、約１２０，０００千円（平成 23 年度

同額）だが、財務省からの全体的な方針として１０ﾊﾟｰｾﾝﾄ削減を示されている。 
このような状況から、来年度補助金を１０７，０００千円程度と見込んだ場合、 
事業の円滑的推進を図るためには平成 22 年度予算規模（１７６，０００千円）

程度を確保することが望まれる。 
 
 従って、別表案については医療界の負担総額を６０，０００千円とし、日本

医師会・日本病院団体協議会合計で１５，０００千円の負担額を差し引いた残

額４５，０００千円を１９学会の会員数の比率に応じ算出した。 
 なお、ｻﾌﾞｽﾍﾟｼｬﾘﾃｨを持つ日本内科・外科両学会は、両学会負担合計額を算出

し、その合計額の折半をそれぞれの負担額とした。 
 

以上 
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一般社団法人 日本医療安全調査機構 

（診療行為に関連した死亡の調査分析事業） 

 
【 事業方針 案 】 

 

一般社団法人 日本医療安全調査機構は、医療の質・安全の向上のため、診

療行為に関連した死亡の事例(医療事故事例)に対し、透明性と公正性を持って

その原因の調査・分析を行うとともに、再発防止策の策定・普及をすることを

担う第三者機関である。 

本機構は、医療界が自律的に組織し、幅広い団体・組織からの参加を求め、

運営するものである。今後、全国での事業展開に向けて、事務局の設置・人材

の確保・財政基盤の強化・評価体制のありよう等を検討するとともに、現在の

対象地域から順次対象地域拡大へ取り組むこととする。 

また、同時に、医療事故発生に伴う届出制度等、関連する現行制度のよりよ

い改正に向けて働きかけるものである。 

 

 
 

【平成 24年度 事業計画 概要案 】 

 
１ 事例受付の促進 
  ・受付事例計画 ：40 事例（従来型：30 件、協働型：10 件、Ai を含む） 
 
２ 安定した事業継続のための基盤強化 
 （１）組織の基盤強化 
  ・当面、現行の組織を継続 
  ・社員総会、理事会、運営委員会、調整看護師連絡会、協力学会説明会の 
   開催 
  ・地域連絡協議会の設置促進 
  ・職員に対する適正な労務管理 
 （２）財政的基盤の整備 
  ・国庫補助金の確保 
  ・社員への加入勧奨の拡大促進 
  ・寄付金の募集 
  ・研修事業の受講料一部負担徴収 
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３ 広報活動の推進 
（１）ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞの充実 
（２）ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ等広報媒体の作成と配布 
（３）警察庁、各都道府県、関係団体や地域の検視官等との連携の強化 

 
４ 公正・中立な評価活動の充実 
（１）評価手順の標準化 
（２）協働型の実施評価 
（３）評価方法の課題検討 

 
５ 医療安全への還元とありかたの検討 
（１）評価結果の医療機関・学会への還元 
  ・評価結果報告書【概要版】の発行とホームページ掲載 
  ・各学会における学術集会でのワークショップ 
  ・国民向けワークショップ 
（２）院内調査に対する支援体制の検討 
（３）政治家やマスコミとのシンポジウム開催の検討 

 
６ 人材育成 
（１）評価活動経験者のﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ化 
（２）調査分析力向上のための研修の実施 
（３）事務局職員の資質向上のための研修の実施 

 
 
 
 
 
尚、事業方針、平成 24 年度事業計画概要並びに収入支出予算概要は、運営委員

会での意見も踏まえ、理事会で検討の上、社員総会で決定することとする。 
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収入の部 (単位：千円)

科目 本年度予算額 前年度予算額 増減額 備考

1. 国庫補助金収入 107,239 119,155 △11,916
厚生労働省からの

補助金

119,155×90%
＝107,239

2. 負担金収入 60,000 ― 60,000
社員・日本医師会・

日本病院団体協議会
からの負担金収入

3. 寄付金及び
   受講料収入

150 ― 150

合計 167,389 119,155 48,234

平成24年度　予算概要  案
（平成24年4月1日～平成25年3月31日）
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支出の部

科目 本年度予算額 前年度予算額 増減額 内訳

　1. 人件費 94,384 64,938 29,446

　(1) 中央事務局給与 17,340 12,780 4,560
 常勤3名分

　(2) 地域事務局給与 66,604 44,972 21,632
 16名分(常勤8名、非常勤8名ーうち1名は中
央
事務局と兼務)

　(3) 通勤費 3,600 2,300 1,300  19名分

　(4) 法定福利費 6,840 4,886 1,954  健康保険、厚生年金等社会保険料

　2. 事業費 67,528 54,217 13,311

　(1) 事例費用 36,000 30,000 6,000
 ・ 解剖、Ai併用　30件
 ・ 協働モデル　  10件

　(2) 人材育成費 2,500 2,000 500  トレーニングセミナー等

　(3) 中央事務局
　　　及び東京事務局
　　　費用

19,305 12,494 6,811

 ・社員総会、理事会、運営委員会等　 2,827
 ・家賃、光熱水費   5,158
 ・広報活動費   2,870
 ・ホームページ管理費等　 2,385
 ・リース料、連絡通信費    6,065

　(4) その他地域
　　　事務局費用 9,723 9,723 0

 北海道　　1,736

 宮城       280

 茨城       150

 新潟       286

 愛知       1,459

 大阪       2,658

 兵庫       280

 岡山       882

 福岡       1,992

 地域事務局経費

　 ・地域運営委員会等

　 ・家賃・光熱水費

　 ・連絡通信費等

　3. 予備費 5,477 ― 5,477

合計 167,389 119,155 48,234



 

 

資料 ３ 

 

事業の現況 

１）事例受付状況・評価の進捗 

２）地域の状況 

  



事例受付状況・評価の進捗

北海道 宮城 茨城 東京 新潟 愛知 大阪 兵庫 岡山 福岡 計

12（4） 4（3） 9（2） 62（18） 7 11（6） 29（6） 11（8） 2（1） 9（3）
156
（51）

0 3 0 8 0 4 2 5 1 2 25

0 0 0 1 0 0 1 0 0 0 2

※（　　　）内は、平成22年4月からのものを再掲

　②　死亡時画像診断活用状況

北海道 宮城 茨城 東京 新潟 愛知 大阪 兵庫 岡山 福岡 計

1 0 0 0 0 2 1 0 1 0 5

北海道 宮城 新潟 茨城 東京 愛知 大阪 兵庫 岡山 福岡 計

0 0 0 0 1 0 0 0 0 3 4

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 1 1 0 0 0 0 0 2

1 0 1 0 0 0 1 0 1 0 4

0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1

1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1

3 0 0 0 1 2 1 0 0 0 7

5 0 1 1 4 2 2 0 1 3 19

◆相談者内訳
11
8

医療機関
患者遺族等

合　計

ご遺体搬送の承諾が得られなかったため

時間外・土日等に死亡し、解剖実施を待
つ承諾が得られなかったため

調
査
分
析
に
至
ら
な
か
っ
た
理
由

 　　 ◆ご遺族から承諾が得られなかったため◆

その他

　　　◆医療機関から依頼がなかったため◆

司法解剖または行政解剖となったため

解剖体制がとれなかったため

モデル事業の対象外であるため

129(47)

受付けた事例数

評価結果報告書を交付した事例数

受付後、評価中の事例数

　③　相談事例:平成22年4月以降

　　（平成23年11月28日現在）

　　　◆機構が受けられなかったため◆

評価結果報告書の交付に至らなかった事例数

その他

当該医療機関での病理解剖となったため

（平成23年11月28日現在）

　①　事例受付状況及び進捗状況

（平成23年11月28日現在）

モデル事業による撮影件数

解剖の承諾が得られなかったため
（解剖したくない）



地域の状況   

地域 窓口・事務局 対象医療機関
総合

調整医
調整

看護師
事務職員 解剖協力施設 開始時期

北海道
北海道医師会館内 北海道内の

各医療機関
6名

常勤
１名

常勤
１名

札幌医科大学
北海道大学

平成18年10月～
平成23年4月～
（北海道全域）

宮  城
東北大学病院内 宮城県内の

医療機関
5名

非常勤
1名

東北大学病院
国立病院機構仙台医療セン
ター

平成20年10月～

新  潟
新潟大学医学部
法医学教室内

新潟県内の
医療機関

6名
非常勤

1名

新潟大学
長岡赤十字病院
新潟県立中央病院

平成18年3月～

茨  城
筑波大学付属病院

病理部内
茨城県内の
医療機関

3名
筑波大学
筑波メディカルセンター

　平成18年2月～

東　京 東京地域事務局
東京都内の
医療機関

8名

東京大学
帝京大学
東京慈恵会医科大学
昭和大学
日本大学
順天堂大学
東京女子医科大学
東京都監察医務院
虎の門病院
日本医科大学
三井記念病院

平成17年9月～

愛　知 愛知県医師会
愛知県内の
医療機関

6名
非常勤

1名

藤田保健衛生大学
名古屋大学
名古屋市立大学
愛知医科大学

平成17年9月～

大　阪
大阪府医師協同組合

別館1階
大阪府内の
医療機関

6名

常勤1名

非常勤
1名

大阪府監察医事務所
大阪大学法医学教室
大阪市立大学

平成17年9月～

兵　庫 兵庫県監察医務室
神戸市内の
医療機関

6名
非常勤

1名
兵庫県監察医務室

平成17年9月～
平成23年4月～
（神戸市内全域）

岡  山
岡山県医師会内 岡山県内の

医療機関
7名

非常勤
2名

岡山大学
川崎医科大学

平成20年8月～

福　岡
福岡県医師会内

福岡県内/佐賀県内
の

医療機関
10名

常勤
1名

九州大学
福岡大学
久留米大学
産業医科大学
佐賀大学

平成19年7月～

※佐賀
平成23年9月～

平成23年11月30日現在
受付時間

月～金　9:00-17:00

常勤2名

非常勤
1名

常勤
1名
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協力関係学会 

１）代表者説明会次第 

２）学会への依頼内容について 

３）評価協力への対応について 

  



 

 

診療行為に関連した死亡の調査分析モデル事業 

協力関係学会 代表者 説明会 

 

議事次第 
 

平成 23 年 10 月 6 日（木） 

15:00～ 17:00 

日本外科学会会議室 

 

ご挨拶 

 

日本医療安全調査機構 代表理事        髙久 史麿 

厚生労働省      医療安全推進室長    宮本 哲也 

 

 

説明内容 
 

１ モデル事業の現況について      中央事務局長  原 義人 

 

２ 新しい取り組み 協働型 について  中央事務局長  原 義人 

 

３ 協力医登録について         中央事務局次長 岩壁 榮 

 

 

 

資料 

１．日本医療安全調査機構（診療行為に関連する死亡の調査分析事業）現況 

２．調査分析事業「協働型」について 

３．学会への依頼内容について 

 

（参考資料） 

・診療行為に関連した死亡の調査分析モデル事業 平成 22年度 事業実施報告書 

・同 評価結果報告書の概要版 

・同 リーフレット 

・同 ポスター 

※本日配布した資料一式は、後日、学会事務局にも郵送いたします。 
 別途、学会内の説明用に部数が必要な場合は機構事務局までご連絡ください。 



 
 

 
学会への依頼内容について 

 
 

○ 学会を代表する統括責任者 1名、各地域を担当する地域責任者１名の確認。 

１ 統括責任者及び地域責任者の確認  

○ 統括責任者の役割：統括責任者は学会の窓口として、各地域での評価活動が円

滑に進むよう調整、支援する。 

○ 地域責任者の役割：地域責任者は当該地域事務局から立会医若しくは評価医の

推薦の依頼を受け、適切な委員を推薦、派遣する。 

○ 適正な評価委員の決定において要となる役割のため、変更のある場合は速やか

に中央事務局へ連絡する。 

 

○ 臨床立会医の役割： 

２ 臨床立会医を各地域５名以上登録する 

・解剖前に、診療録や主治医からの聴取等により臨床経過を把握する。 

・解剖時に、解剖担当医に対して臨床的立場から助言する。 

・解剖終了後、解剖担当医が遺族に対し解剖結果の説明をする際に立ち会う。 

・解剖結果報告書(案)を解剖担当医とともに作成する。 

・地域評価委員会に参加する。 

○ 臨床立会医は、医療機関から依頼を受けた当日あるいは翌日以降に解剖に立ち

会うことが必要。 

○ 臨床立会医は、講師クラスの学会認定専門医を想定。 

○ 可能であれば、解剖協力施設からの選出も含まれることが望ましい。 

○ 登録の対象となる医師の了解を得て、中央事務局に登録する。 

 

○ 臨床評価医の役割： 

３ 臨床評価医を各地域５名以上登録する 

  ・解剖の結果を踏まえ診療録や主治医からの聴取等により診療経過を把握すると

ともに、評価結果報告書を作成する。 

・地域評価委員会に参加する。 

・医療機関、遺族に評価結果を説明する。 

○ 臨床評価医は、教授、病院長クラスを想定。事故調査委員会の委員の経験があ

ることが望ましい。 

○ 協働型（依頼医療機関における協働調査）についても対応することとなる。 

○ 登録の対象となる医師の了解を得て、中央事務局に登録する。 

 

○ 各学会は、学会登録医に対して資料等を提供し、事業内容や、臨床立会医、臨

床評価医の役割について理解を求める。 

４ 学会登録医に対して、事業の内容や役割について理解を求める 

 

○ 異動等に伴う連絡先の変更内容を把握し、中央事務局に連絡する。 

５ 学会登録医の連絡先を確認する 

 



 
 

○ 学会登録医の中から臨床立会医を確保できない場合、解剖施設の学会所属医師

に臨床立会医を依頼することになる。 

６ 解剖施設の診療科長等に協力を依頼する 

○ この場合の臨床立会医についても、学会登録医と同じ扱いとなるため、解剖施

設の診療科長等に対して、あらかじめ臨床立会医の確保について協力を依頼し

ておく。 

＊解剖施設の病院長には、モデル事業中央事務局から別途協力を依頼済み。 

 

○ 学会員に対して、学会や学会誌等を通じて、モデル事業の趣旨、実施状況等に

ついて周知を図る。 

７ モデル事業の趣旨等について学会員への周知を図る 

 

 ○ 各学会事務局に登録医名簿を別途、セキュリティをかけたメールで送付します。

変更・修正等後、返信をお願いたします。 

８ 学会登録医の変更等の方法 

    

 

 

■各協力医の役割 

 役割  

◎統括責任者 

 

・学会の担当責任者として、各地域での評価活動が円滑に進むよう調

整、支援する。 

 

1名 

○地域責任者 ・当該地域事務局から立会医、若しくは、評価医の推薦依頼を受け、

適切な委員を推薦、派遣する。 

 

各地域 

1名 

臨床立会医 ・解剖を実施する施設に出向いて、解剖に立合う。 

 （勤務先の解剖施設の場合もある） 

・解剖前に、診療録や主治医からの聴取等により臨床経過を把握する。 

・解剖時に、解剖担当医に対して臨床的立場から助言する。 

・解剖終了後、解剖担当医が遺族に対し解剖結果の説明をする際に立

ち会う。 

・解剖結果報告書(案)を解剖担当医とともに作成する。 

・地域評価委員会に参加する。 

 

各地域 

5名以上 

臨床評価医 ・解剖の結果を踏まえ診療録や主治医からの聴取等により診療経過を

把握するとともに、評価結果報告書を作成する。 

・地域評価委員会に参加する。 

・医療機関、遺族に評価結果を説明する。 

・協働型の場合は、外部委員として協働調査委員会に出席する。 

 

各地域 

5名以上 

 



 

 

 

診療行為に関連した死亡の調査分析事業 

評価協力への対応について 

 

 

１）評価委員経験者のデータベース化と認定証の発行  

・平成 22 年 4 月以降の評価終了事例に関して、評価委員経験者のデータベ

ースを作成する。 

・評価終了事例の評価委員に対して、評価実績認定証を郵送する。 

 
２）推薦学会へのフィードバック 

・年度ごとにとりまとめ、評価にご尽力いただいた先生方の氏名を推薦頂

いた学会に報告する。 

 
３）ホームページへの掲載 

・年度ごとにとりまとめ、評価にご尽力いただいた先生方を掲載する。 

・掲載時、評価した事例が特定できないように配慮する。 

・掲載を希望されない場合は、掲載しない。 



 

 

資料 ５ 

 

評価活動における課題 

１）解剖所見の途中提供について 

２）中間報告書 様式 

３）評価期間の短縮について 

  



課題 解剖結果の途中提供について

背景

　依頼医療機関から、「院内調査において、解剖所見を基に評価を進め
たいので、説明会を待たず解剖結果報告書を提供してほしい」という要

望がある。

関連
事項

 ○　これまでは、解剖結果報告書を、説明会において、遺族と医療機
関に交付していた。
その理由）
・医療機関にのみ先行して交付することは公平性に欠けるため。
・遺族に対して、解剖所見という専門的な内容のものを、説明せずにお
渡しすることは適切でないため。

 ○　肉眼所見段階と組織所見段階で、大きな診断(死因）の変更があっ
た場合は、途中で遺族と医療機関を対象に臨時の説明会を開いた事例も
ある。

対応案

 １．医療機関の適正な院内調査のために、肉眼的解剖所見を、医療機
関と遺族の双方に書面でお渡しする。

 
 ２．組織学的検討の結果，死因に関与した所見の解釈が変更される場
合もあることを含め、別紙の様式によって提供する。

 ３．組織学的検査を含む解剖結果については、その結果を早期に提供
することが院内調査に有用であると地域評価委員会が判断した場合に、
双方に提供することとする。その際、提供の範囲は地域評価委員会の判
断とする。

 ４．別途、依頼医療機関が組織学的検査のスライド資料の提供を希望
し、遺族の了解を得られた場合は、地域評価委員会は提供の検討をす
る。その際に、遺族も同様にスライド資料の提供を希望される場合は同
じものを提供する。

運営委員会
事業運営上の検討課題



 

 

診療行為に関連した死亡の調査分析事業 

○○地域 第○事例 解剖調査：中間報告書  

 
１ 解剖調査 肉眼所見のまとめ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２ 解剖調査：問題点に関する解剖所見 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
なお，引き続き組織標本を作製，検討します．組織学的検討の結果，死因に関

与した所見の解釈が変更される場合もあります．また，解剖調査結果を踏まえ，

医療評価が行われます． 
平成 2〇年○○月○○日 日本医療安全調査機構 



地域 受付
解剖結果
報告書(案)
提出日

第1回
評価委員会
開催日

評価結果
報告書
完成日

説明会
開催日

1 東京 H22.4.21 H22.5.31 H22.8.3 H22.10.8 H22.11.9 1ヶ月 10日 3ヶ月 13日 5ヶ月 17日 6ヶ月 19日

2 東京 H22.6.7 H22.6.23 H22.10.7 H22.12.27 H23.5.30 16日 4ヶ月 6ヶ月 20日 11ヶ月 23日

3 北海道 H22.6.18 H22.9.22 H22.11.10 H22.12.27 H23.1.26 3ヶ月 4日 4ヶ月 23日 6ヶ月 9日 7ヶ月 8日

4 愛知 H22.6.25 H22.9.27 H22.9.28 H23.9.14 H23.9.29 3ヶ月 2日 3ヶ月 3日 14ヶ月 20日 15ヶ月 4日

5 愛知 H22.7.21 H22.9.27 H22.12.28 H23.10.24 H23.11.2 2ヶ月 6日 5ヶ月 7日 15ヶ月 3日 15ヶ月 12日

6 東京 H22.8.12 H22.10.21 H22.12.24 H23.1.24 H23.3.2 2ヶ月 9日 4ヶ月 12日 5ヶ月 12日 6ヶ月 18日

7 大阪 H22.8.20 H23.2.22 H23.3.24 H23.7.7 H23.7.19 6ヶ月 2日 7ヶ月 4日 10ヶ月 17日 10ヶ月 29日

8 大阪 H22.9.7 H23.1.26 H23.2.28 H23.3.18 H23.3.29 4ヶ月 19日 5ヶ月 21日 6ヶ月 11日 6ヶ月 22日

9 東京 H22.7.12 H22.9.16 H23.2.2 H23.2.22 H23.4.18 2ヶ月 4日 6ヶ月 21日 7ヶ月 10日 9ヶ月 6日

10 東京 H22.9.13 H22.11.18 H23.3.7 H23.6.14 H23.9.9 2ヶ月 5日 5ヶ月 22日 9ヶ月 1日 11ヶ月 27日

11 東京 H22.9.14 H22.10.21 H23.1.20 H23.2.15 H23.4.28 1ヶ月 7日 4ヶ月 6日 5ヶ月 1日 7ヶ月 14日

12 茨城 H22.9.15 H22.11.9 H22.10.12 H23.6.28 H23.6.28 1ヶ月 25日 27日 9ヶ月 13日 9ヶ月 13日

13 北海道 H22.9.22 H22.12.15 H23.4.5 H23.7.25 H23.8.10 2ヶ月 23日 6ヶ月 14日 10ヶ月 3日 10ヶ月 19日

14 東京 H22.10.4 H22.12.10 H23.4.11 H23.5.23 H23.6.21 2ヶ月 6日 6ヶ月 7日 7ヶ月 19日 8ヶ月 17日

15 東京 H22.10.5 H23.1.26 H23.5.24 H23.8.26 H23.9.14 3ヶ月 21日 7ヶ月 19日 10ヶ月 21日 11ヶ月 9日

16 北海道 H22.10.5 H23.1.19 H23.4.4 H23.7.7 H23.7.21 3ヶ月 14日 5ヶ月 30日 9ヶ月 2日 9ヶ月 16日

17 東京 H22.10.26 H22.11.22 H23.7.14 H23.7.27 H23.10.6 27日 8ヶ月 18日 9ヶ月 1日 11ヶ月 10日

18 大阪 H22.10.27 H23.2.1 H23.3.1 H23.4.21 H23.5.6 3ヶ月 5日 4ヶ月 2日 5ヶ月 25日 6ヶ月 9日

19 兵庫 H22.11.24 H23.2.10 H23.2.10 H23.5.26 H23.6.6 2ヶ月 17日 2ヶ月 17日 6ヶ月 2日 6ヶ月 13日

20 福岡 H22.12.3 H22.12.28 H23.6.1 H23.8.11 H23.8.25 25日 5ヶ月 29日 8ヶ月 8日 8ヶ月 22日

21 北海道 H22.12.21 H23.2.14 H23.7.4 H23.10.6 H23.11.18 1ヶ月 24日 6ヶ月 13日 9ヶ月 15日 10ヶ月 28日

22 兵庫 H23.1.11 H23.3.24 H23.4.27 H23.8.15 H23.8.6 2ヶ月 13日 3ヶ月 16日 7ヶ月 4日 6ヶ月 26日

23 東京 H23.1.11 H23.3.30 H23.4.4 H23.5.13 H23.6.2 2ヶ月 19日 2ヶ月 24日 4ヶ月 2日 4ヶ月 22日

24 兵庫 H23.2.25 H23.5.20 H23.6.27 H23.10.28 H23.10.28 2ヶ月 25日 4ヶ月 2日 8ヶ月 3日 8ヶ月 3日

25 大阪 H23.5.27 H23.7.19 H23.9.8 H23.10.28 H23.11.18 1ヶ月 22日 3ヶ月 12日 5ヶ月 1日 5ヶ月 22日

26 茨城 H23.5.31 H23.6.28 H23.7.11 H23.10.14 H23.11.7 28日 1ヶ月 10日 4ヶ月 13日 5ヶ月 7日

2.4 ヶ月 4.8 ヶ月 8.0 ヶ月 9.1 ヶ月

評価期間の短縮について　検討資料

平成22年4月以降受付し平成23年11月18日現在終了した26事例の評価所要時間
受付から

解剖結果報告書
提出までの期間

受付から
第1回評価委員会
開催までの期間

受付から
評価結果報告書
提出までの期間

受付から
説明会開催
までの期間

平均
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人材育成研修【調査解剖】(案) 

 

 



 

 

平成 23 年度 人材育成研修【調査解剖】(案) 
 

テーマ：「調査解剖」～診療行為に関連した死亡の調査における解剖の実際～ 
 

１ 目的  

診療行為に関連した死亡の調査、分析事業における解剖は、調査の基礎となっている

ことは言うまでもなく、これまでの病理解剖、司法解剖、そして臨床医の視点を融合した

「調査解剖」が、診療行為に関連した調査において果たしている役割は大きい。よって、

今後の事業の発展を見据え、「調査解剖」の実際を普及し実施体制を確立していくことを目

的として本研修を位置づける。 

 

２ 開催地・対象 

（１）開催日：2 月頃 半日 4 時間 (13 時～17 時)  

（２）開催地：東京 会場：東大を想定 

（３）対象：今後、モデル事業実施 10 地域で、調査解剖に協力いただける医師  

      （※調査解剖について、実績がない、若しくは、少ない医師） 

各地域から 3 名の推薦とする。 

（４）費用：無料(出張交通費の支弁を含む) 
 

３ 内容 

 １）評診療行為に関連した死亡の調査分析事業の現状（中央事務局 原 先生）20 分 

                        

  ２）評診療行為に関連した死亡の調査分析事業における事例申請受諾の判断について 
    （総合調整医）30 分 
   
  ３）裁判（司法，民事）との関係（弁護士）40 分 

 
４）法的に堪えうる所見の取り方（法医）20 分 
                        

５）医療機関に出向いての解剖、若しくは解剖の立ち会いについて 30 分 
（病理医） 

 
６）症例検討（e-learning 形式，5～6 人を一つのグループとして） 80 分 
  解説（病理医） 






